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１．盛岡市

１．盛岡市の概要

・人口　　　　：297,924人(H23年4月1日現在）

・文化財の数　：国指定等35、県指定57、市指定181（平成23年6月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　文化財を保存し有効に活用しながら、市域や地域の魅力を増進させていくため、地域の歴史的経過や特性を明らかにし、一定の方針のもと、長期的な視野で、計画的に保存・活用していく。
位置づけ　盛岡市総合計画」を上位計画とする。関連する諸計画としては，「盛岡市景観計画」「お城を中心としたまちづくり計画」「盛岡市歴史的町並み保存活用基本計画」などがある。当市における文化財行政のマスタープランを目的に策定した。

（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制 　有識者、市民団体、行政による策定委員会を設置。

策定の経緯　 策定委員会を７回開催。
住民や行政内の関連部局との関わり
住民との関わり：アンケート調査を町内会に対して実施・地元説明会の実施（２回開催）・策定委員会への住民の参画
行政内の関連部局との関わり：庁内関係課長、岩手県の文化財担当課長、都市計画担当課長を策定委員会の委員とした。
３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等

・文化財保護法に規定された文化財（有形、無形、民俗、記念物等）

・上記の分類で類型化できないもの、複数の分類に該当するもの、価値が不確定なために文化財と捉えにくいものなどのように、既存の文化財の概念で捉えがたいものを「歴史文化遺産」（歴史文化資源）とし、これも調査対象とした。
（２）調査方法と調査主体

　調査方法

・年中行事調査（市内の町内会へのアンケート調査）、寺社の祭礼と年中行事の聞き取り調査

・モデル地区における文化財調査

・文化財等専門調査員による現況調査・史料調査・聞き取り調査

・未調査の建造物については，専門家による建物調査

・盛岡城と城下町・商家と街道筋のくらし・県都盛岡の発展・農業の発達と農村文化・縄文遺跡群と粟谷川城跡・山里の景観と信仰・生活が対象
調査主体　文化財等専門調査員（学識経験者、郷土史研究者、関係専門機関職員等）、教育委員会
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

関連文化財群の中に、今後の文化財の活用拠点として博物館施設を必ず位置づけている。

（２）関連文化財群の概要
①設定の目的　文化財を一体的に保存活用する。
②設定の考え方
以下の観点から一体的に保存活用することが望ましいもの

・遺跡と出土品等複数の類型にまたがったもの　・有形と無形の文化財

・文化財が集中する地域　　　　　　　　　　　・活用上一体的に保存することが望ましいもの

・文化財保存活用拠点としての博物館施設

（「文化の境界と交流」「山河に根差す暮らしと祈り」の２つの歴史テーマを設定し、盛岡市の地域性や歴史性、通史的な構成を考慮しながら設定）

③関連文化財群の構成

「大館町遺跡と縄文文化　旺盛なる縄文の息吹」「志波城と古代の村　北の蝦夷たちと国家」

「安倍氏から藤原氏　岩手・斯波の平泉文化」「中世の城館と領主　乱世を駆け抜けた武将たち」

「盛岡城と城下町　南部盛岡のお城と城下町」「県都盛岡の発展   啄木・賢治が見た盛岡とその後の発展」「商家と街道筋のくらし 大慈寺地区周辺」「農業の発達と農村文化」

「山里の景観と信仰・生活 　玉山地域」

（各関連文化財群について、中核文化財、構成文化財、博物館・資料館（今後の文化財の活用拠点として、域内の博物館施設の役割を明確にする趣旨）を設定）
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的

　盛岡市の中心市街地は文化財の集積度が高く、当市の歴史文化の拠点的施設に位置付けられる「もりおか歴史文化館」も所在している。また、「盛岡市景観計画」「お城を中心としたまちづくり計画」等の諸計画において、主要な区域に位置づけられている。このため、街の活性化を図るとともに、旧城下町の歴史文化資源を中心として、文化財を今後の街づくりに活かし守り育てていくために歴史文化文化保存活用区域を設定する。
②設定の考え方
関連文化財群「盛岡城と城下町」の核となる史跡盛岡城跡とその周辺地域、「県都盛岡の発展」の４つの補完テーマの核になっている中心市街地、「商家と街道筋のくらし」が所在している大慈寺周辺地区の３つのエリアと、その周辺環境を「歴史文化保存活用区域」に設定する。歴史文化保存活用区域のうち、城下町の中心に近く、川と城下町の関係からも重要な地域を、「歴史文化保存活用重点区域」として積極的な保存活用を図る。（※先行する市の諸計画において歴史的な景観形成等の都市空間創出が計画されている区域は、歴史文化保存活用区域に含める。加えて、城と城下町の求心性や河川との関係、文化財の集積度を勘案する）
③具体的な歴史文化保存活用区域
・歴史文化保存活用区域：

城下町の中心域と城下の東南域の街道筋、大慈寺周辺の寺院群、城下北側の南部家菩提寺を含む寺院群、愛宕山、旧南部家別邸、盛岡天満宮、住吉神社、盛岡八幡宮、石造十六羅漢を含む地域、愛宕町から山岸の御弓町、加賀野の御持筒町、上田組町と岩手大学農学部植物園、梨木町、材木町、大沢川原までと城下町の中を流れる北上川と中津川を含む地域

・歴史文化保存活用重点区域

史跡盛岡城跡と、盛岡城外曲輪、遠曲輪の範囲

奥州道中や遠野街道からの城下の入り口にあたる大慈寺地区

中津川河川敷のうちの富士見橋付近から北上川との合流点まで

北上川河川敷のうち、藩政時代の夕顔瀬橋付近から、明治橋下流のあたりまでの区域
（４）保存活用計画

「第４章 　歴史テーマと関連文化財群」：関連文化財群ごとに、保存管理計画として①保存と継承のための基本方針、②文化財周知の基本方針、③保存と管理の基本方針を定めている。

「第５章　歴史文化保存活用計画」：歴史文化保存活用区域の設定と、区域内にある文化財の保存活用の内容を定めている。
５．歴史まちづくり法の活用
現在のところ考えていない。今後、環境が整えば認定を検討したい。
６．モデル事業の効果の検証
（１）未指定文化財の保護に関する効果 
・国からの財政的・人的支援により、文化財や歴史文化遺産の調査が進展した。

・従前は、指定の対象又はそれに類する文化財のみを保護対象としがちであったが、モデル事業を進める中で、価値が不確定な文化財や文化財の概念で捉えがたい「歴史文化遺産」等についても目を向けることができた。

・従前は、文化財類型ごとに、単体の文化財を保存活用の対象としていたが、歴史文化基本構想の策定により文化財同士の繋がりや関連性について考えるようになった。

（２）その他生じた効果
・従前の文化財保護事業は，担当職員の関心度や住民のニーズ等に大きく左右されていたが、歴史文化基本構想の策定によって本市の歴史的文化的特長を抽出し、それに基づいた文化財保護事業を展開するという方向性が見えてきた。

・庁内外にむけて、本市の歴史的文化的特長や施策の方向性を示すことができた。
７．課題
（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・対象となる文化財や歴史文化遺産の数が膨大で、モデル事業の実施期間の中で全ての文化財を調査することは困難だった。

・ 市町村合併等によって市域の歴史や文化が重層的かつ多様となったため、テーマと関連文化財群の設定が難しかった。（全地域を網羅したテーマを設定するとテーマ数が多くなり過ぎてしまう一方で、テーマや関連文化財を抽出する中で、特定の地域や分野が抜けている、これも含めるべき、という意見が絶えなかった。）

（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・市の各種マスタープランや諸計画における歴史文化基本構想の位置づけが高くなく、市の施策の中での優先順位が低い。

・歴史文化基本構想の策定により特別な予算措置等が得られるわけではないため、既存の組織体制や予算の中で事業展開しなければならず、効率的な歴史文化基本構想の遂行が困難である。歴史文化基本構想の実現のためには、従前とは異なる発想による体制づくりや事業の推進が必要になると思われるが、その姿が見えてこない。


８．今後国として必要な支援
（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援

・財政的支援（補助金，助成金，事業委託など）が必要である。歴史文化基本構想策定の必要性を感じても、自治体の財政的理由により、実現しない場合があると考えられる。国からの財政的支援があれば、歴史文化基本構想の策定に関する予算を自治体内で確保することも比較的容易になると考える。

・策定された歴史文化基本構想の利活用について、活用方法の提案や事例紹介を行ってほしい。歴史文化基本構想を策定した後、それをどのように活用していけば良いのか、どのようにまちづくりに繋げていけばよいのか、どのように街が変わるのか、といった「策定後の姿」が見えてこないと、歴史文化基本構想を作ることが魅力的に思えないのではないか。

（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・財政的支援（補助金、助成金、事業委託など）が必要である。自治体の独自予算においては、歴史文化に係る事業は優先順位が低くなりがちである。


２．北秋田市 

１．北秋田市の概要
・人口　　　　：36,200人（平成23年4月1日現在）

・文化財の数　：国指定等11、県指定11、市指定71（平成23年5月1日現在）

２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的
北秋田市の存在を物語る歴史文化を身近な存在として多くの市民が共有し、文化財が地域の発展に有用な資産として市民生活や経済活動の中で機能できる地域づくりを目指すための方針を策定する。
位置づけ
「北秋田市歴史文化基本構想」は、北秋田市における文化財の総合的な保存・活用を通した地域づくりを目指すための構想であって、上位計画である北秋田市総合計画・北秋田市社会教育中期計画と整合性を図りながらその方針を策定する。既存の文化財保護制度、景観計画等の周辺規制計画と基本的な整合を図るとともに、観光振興計画や史跡等整備計画と連動しながら「歴史的風致維持向上計画」ならびに「文化遺産を活かした観光振興・地域活性化に関する実施計画」の策定を目指す。平成２３年度から平成２７年度までを対象年度とする。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯
策定の体制　各分野から選出された委員による策定委員会を設置
策定の経緯　策定委員会を７回開催。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：文化財調査は文化財保護団体に関わる市民で実施。シンポジウムを２回実施。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：策定委員に関連部局の部長が参画。景観法や歴史文化基本構想に関わる勉強会を担当者レベルで実施。
３．総合的把握調査の方法

（１）調査対象となる文化財等

　　文化財６類型に当てはまらないものも含めて調査。
（２）調査方法と調査主体
調査方法

・「文化財類型調査」（調査内容：指定文化財の現状調査・テーマ別調査・その他目的に合致するもの）

既存資料の包括的整理や指定・未指定を問わない文化財の掘り起こし作業を通して、合併前の指定基準や指定類型の地区による偏りの問題点を整理。既存指定文化財を参考に、「狩猟、漁労、採集文化」「古代～現代の農村生活と信仰習俗」「産業化の足跡」の３つのテーマを設けた掘り起こし作業を通して、相互に関連する文化財群の総合的把握を実施。

・「「暮らしの暦」聴き取り調査」
「文化財類型調査」において設定されたテーマに関連の深い地区を調査地区とし、地区の生活、習俗の歴史性や周期性を住民から聞き取ることにより、生活と文化財の関連付けと地域の歴史文化の総体的な把握に努めた。調査によって、明らかになった文化財は分類し（記号化・整理番号化）、整理し（シート化）、体系化（分布表）した。

調査主体　文化財保護団体からの推薦を受けた市民
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

文化財群毎に代表的な景観を整理しており、歴史文化保存活用区域の素案となっている。
（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
市域の地形、歴史的特徴、テーマ、文化財の分布等を踏まえ、地域に特有もしくは不可欠の物語とその文脈に沿った一連の文化財をまとまりとして認識し、既存の文化財保護制度では見落とされがちであった文化財を含めた多種多様な文化財を関連して捕らえることで、あらたな価値を捉え直す。

②設定の考え方
市域の地形、歴史的特徴、テーマ、文化財の分布等を踏まえ、市域に特徴的な物語とそれぞれの文脈に沿った文化財を一連のまとまりとして、以下のような条件を考慮して設定する。
・有形・無形を問わず多種多様な文化財を含むこと

・ 地域に特徴的な物語を有していること

・ 行政・市民による取組等がされており、価値が認識されている或いは今後認識されることが期待されていること

③関連文化財群の構成

「 羽州街道・脇街道関連文化財群」「 阿仁鉱山と物流関連文化財群」「 駒踊り等民俗芸能関連文化財群」
「米代川・小猿部川農村地域関連文化財群」「 阿仁川・小阿仁川農村地域関連文化財群」「 国指定史跡伊勢堂岱遺跡と縄文関連文化財群」「 秋田杉関連文化財群」「マタギ・山間集落関連文化財群」
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
「関連文化財群」の設定に際し景観や生活を含む周辺環境との一体的な保存、もしくは周辺環境の再構築が必要な区域、または関連する文化財が高密度に集積される区域については、「保存活用区域」を設定。

②設定の考え方
・保存継承すべき理念、目指すべき方向性の明記

・指定文化財もしくは関連文化財群の一部が含まれること

・対象区域が地域特有の歴史文化を有し、指定文化財や関連文化財群と密接に関連して、一体的に保存するべき対象が存在すること

・ 周辺環境を含めて文化財を核とした文化的な景観づくりが可能であること

文化財群毎に代表的な景観を整理しており、歴史文化保存活用区域の素案となっている。

今後、区域設定の条件や構成が整った区域から具体的に成案化されるとしている。
③具体的な歴史文化保存活用区域（例示）
「古くから営まれてきた街並み（古い街並み）」

・羽州街道保存区域：（例）綴子 ～街道沿いに発達した街～ 

・鉱山街保存区域：（例）阿仁合 ～鉱山とともに発達した街～ 

・駒踊り等民俗芸能保存区域：（例）米内沢、阿仁前田 ～多彩な芸能の舞台となる街路～

その他、「平野部河川流域に拓かれた農村（農村景観）」「豊かな自然に裏打ちされた生活の風景（山村景観、自然景観）」について、それぞれ３件ずつ例示。

（４）保存活用計画
「Ⅳ 保存活用計画」として策定。
「全体計画」：文化財一般の保存活用についての方向性を、「関連文化財群の保存活用」において、関連文化財群一般の保存活用の方向性について記載。

「Ⅴ保存活用区域と保存活用計画の骨子（素案）」：保存活用区域（素案）毎にその保存理念を掲げている。 

５．歴史まちづくり法の活用
　活用を検討中である。

６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果
未指定のものも含め、市内の文化財の把握ができた段階であり、具体的な取組みはこれから進めていく。
（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
　　 歴史文化基本構想を踏まえた景観計画の策定を現在検討しているところである。

（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
　　市の歴史文化の魅力について市民と共有するためのツールが揃った段階であり、具体的な取組みはこれから進めていく。
７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・核となる文化財が存在しないため、特定の地域に特化するのではなく、市内全域を対象に調査や計画策定を進めたことから、市民との関わりが薄くなる面があった。

（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・市民と市内の歴史文化の特性や魅力を共有していくことが必要である。

・歴史文化基本構想の取組みを事業レベルで具体的に実施できるような支援や仕組みが無ければ、具体的に実現に向けて進んで行くのは難しい。


８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体への支援

・これまで市は県を通して国に相談することが通常であり、直接国に相談することに対して高いハードルを感じがちであるため、ハードルを下げるための仕組みがあると良い。

・歴史文化基本構想策定のインセンティブを付与するため、特定の支援を受けるためには構想の策定を必要とする仕組みをつくることが必要。ただし、その場合、ただ策定すればよいということにならないよう、構想の成熟度も勘案する必要がある。

・歴史文化基本構想策定のインセンティブを付与するため、歴史文化基本構想の策定自治体における成功例を早急につくり、全国的にアピールしていくことが必要である。その際、文化財保護の観点だけではなく、観光やまちづくりなどにおける効果も合わせてアピールすることが重要である。
（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援
・歴史文化基本構想を策定した自治体に対し、歴史文化基本構想の取組みを事業レベルで具体的に実施できるハード及びソフトの支援が必要である。

・ハード整備に関する個別事業において、歴史文化の保護に配慮するような仕組みが必要である。

・文化財保護部局と、都市計画部局等の関連部局の連携を促す仕組みを、国レベルで各種の事業の中に組み込んでいくことが必要である。そのためにも、文化行政と国土交通行政の連携の促進が必要である。


３．三島町

１．三島町の概要（文化庁作成資料）
・人口　　　　：1,898人（H23年4月1日現在）

・文化財の数　： 国指定等1、県指定2、町指定12（平成23年5月1日現在）

２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的

三島町の文化財をその周辺環境も含めて総合的に保存・継承・活用していくための「歴史と文化を活かした地域づくり」の理念と方策を示す。地域の歴史と文化を活かしながら、集落・地域・コミュニティの誇りと絆の維持・再生を図り、人々の暮らしの中で文化財を保存・継承していく。ふるさと運動、エコ・ミュージアム構想と３０年間地域づくりを継続してきたが、人口減少に歯止めがかからないことから、地域のアイデンティティを明らかにする「物語」を掘り起こし、地域づくりの柱として活性化を図る。

位置づけ

昭和４９年に全国に先駆けて提唱された「ふるさと運動」の基本理念を継承し、地域の内発力を大事にしながら地域づくりや交流を作って行くことを目指す。第３次三島町振興計画（H13～22）のシンボル事業である「エコ・ミュージアム構想」の発展形と位置づけられる。第４次振興計画における、地域づくりの一つの柱「地区づくり」の中の、地域資源を活用した地区の魅力づくりと地区の活動支援を支える構想として位置づけられている。

（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　専門家と行政からなる「策定委員会」を設置。その下部組織として、専門家と行政からなる「文化財調査部会」、市民と行政からなる「文化財保存活用検討部会」を設置。
策定の経緯　策定委員会を１２回、各部会を８回ずつ開催。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：策定委員会に地元の文化財の専門家、部会に各地区の代表や関連する住民が参画。

行政内の関連部局との関わり：町内や県の関連部署の職員を事務局に含めた。

３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等

　　文化財保護法に定める文化財、地域の歴史や生活など。

（２）調査方法と調査主体

調査方法

・既存の調査結果や文献の整理

・集落における聞き取り調査

調査主体

教育委員会及び各地区を担当する三島町職員

４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

　　民俗文化財を中心に関連文化財群を定めている。
（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
三島町民の地域に対する愛着や誇り（アイデンティティ）を表現するものであり、今後１０年間かけて三島町が取り組む「歴史まちづくりのテーマ」の骨格を示す。

②設定の考え方
三島町の歴史文化の概況と集落ごとの多様性を基礎として、現在進められている各地区の「暮らしと文化を語り合う会」や町全体の「三島学フォーラム」で浮かび上がった素材をつなぎ合わせて大きな物語を描き出す。

③関連文化財群の構成
「荒屋敷遺跡から続く編み組・漆文化」「道の物語（みしま野仏巡礼）」

「サイの神など彩り豊かな祈りのある暮らし」（これらは第７章で「大きな物語」として設定）
（３）歴史文化保存活用区域の概要
　歴史文化保存活用区域は現在定めていない。関連文化財群の保存活用を具体化していく中で定めていく予定である。

（４）保存活用計画

保存活用計画については別途策定中であり、ほぼ策定を終えている。第８章「文化財の保存・継承・活用の方針」において、文化財の保存・継承・活用の担い手、文化財を核とした学習と伝承の場づくりの方策、文化財と周辺環境の保全方策、文化財を核とした情報発信の仕組みづくり、文化財を核とした交流観光の仕組みづくりについて方向性を定めている。
５．歴史まちづくり法の活用
　　現在のところ具体的な検討に入っていない。

６．モデル事業の効果の検証

　　歴史文化基本構想の効果かどうかは定かではないが、各地区の文化財を自分達で整備していこうという動きが高まっている。

７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・文化財保護行政の担当者の人数が少なく、策定作業が事務的に大変だった。

・限られた事業期間の中では、関連文化財群と歴史文化保存活用区域の設定の考え方について、十分に議論を深めることができなかった。

（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・策定した歴史文化基本構想の内容は住民にとって難しく、どのように理解してもらうかが課題である。

・構想を実現するための体制づくりが課題である。人事異動などにより、施策の継続性が損なわれることが無いようにすることが必要である。

・地域の中で、専門的な知見を持って構想の実現のために活動するコーディネーターが必要である。そのような人材を育成することが課題である。


８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援

・策定のインセンティブを付与するためには、歴史文化基本構想を策定することにより、優先的に補助金が採択されるなどの具体的なメリットが必要である。
（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援
・他のモデル事業実施自治体の進捗状況について情報交換する場（シンポジウム・フォーラムなど）の開催が有効である。

・歴史文化基本構想の実現のために活用できるような、継続的な事業支援の仕組みが必要である。

・歴史文化基本構想に位置づけられた未指定の文化財の修理等に補助する仕組みがあると望ましい。



４．足利市
１．足利市の概要（文化庁作成資料）
・人口　　　  ：153,834人（H23年4月1日現在）
・文化財の数　：国指定等36、県指定93、市指定304、国登録49（平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的

歴史文化基本構想の策定にあたっては、本市の歴史的・地理的特性を活かした文化財の総合的な把握を行うとともに、足利市の文化財を総合的に保存及び活用していくための考え方・方針等を定めることを目的としている。
位置づけ

総合計画の歴史文化に関わる記述を具現化する構想と位置づけ、都市計画マスタープラン、景観計画、教育目標、環境基本計画との整合性をとることとしている。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　本市の文化財専門委員、学識経験者、行政関係者、地元関係者により構成される策定委員会を設置。下部組織として３つのワーキンググループ（①関連文化財群、歴史文化保存活用区域の設定等、②有形文化財の保存・活用方法、③無形文化財の保存・活用方法）を設置。歴史文化基本構想策定後は、歴史文化基本構想策定委員会を推進委員会に組織替えしている。
策定の経緯　策定委員会を６回開催。その間にワーキンググループを適宜開催。最終年度にシンポジウムを開催し、パブリックコメントを実施。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：文化財調査に庭園文化研究会などの団体に参画してもらった。市民の文化財保護への意識を高めるため、『文化財の「保存」と「活用」市民ワークショップ』を平成２２年１～２月に実施。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：策定委員会に、観光・土木・都市計画の部局から委員として参加している。

３．総合的把握調査の方法

（１）調査対象となる文化財等

指定等の有無に関わらず、文化的所産全てとする。
（２）調査方法と調査主体

調査方法
神社、蔵、名勝庭園、小絵馬等民間信仰文化財、鑁阿寺、織物技術、美術工芸品、建造物、天然記念物について調査（特に名勝庭園や美術工芸品に重点を置いて実施）。
調査主体

株式会社、大学、民間団体（足利庭園文化研究会・足利絵馬の会   等）、教育委員会

４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

　名勝庭園に重点を置き、市民団体の協力を得て文化財調査を実施した。一つのモデル地区を選んで保存活用計画を策定している。
（２）関連文化財群の概要

①設定の目的
　これまで個別に認識されてきた文化財について、歴史的・地域的関連性等に基づく一定のまとまりとして、地域の歴史文化を物語る重要な資産ととらえられるとともに、その魅力や価値を分かりやすく示し、総合的に保存・活用していくことを目指す。個々の文化財だけでは捉えにくい足利の歴史文化の価値を将来に渡り継承し魅力的にかつ分かりやすく伝えることができる。
②設定の考え方
　以下の条件を満たすこととした。
・有形・無形、指定・登録・未指定を問わず多種多様な文化財を含んでいること。

・地域の固有性という観点から、足利の歴史文化を顕著に物語る文化財群であること。

・市民・行政等による保護の取組みがすでに行われているものを含む、あるいは今後、保護の取組みが期待されているもの。

③関連文化財群の構成

キーワードに沿って以下１０件の関連文化財群を設定。

「古墳と古墳発掘の物語」「古代律令制下のまちづくりと信仰のものがたり」「足利氏からはじまる武家の統治と文化のものがたり」「日本最古の学校・足利学校と学校を守り伝えた人々のものがたり」「近世足利の交流と発展のものがたり」「織物産業の隆盛と近代化するまちのものがたり」「田崎草雲を生み出した足利の芸術文化のものがたり」「足利の庶民による祈りのものがたり」「足利を支えた女たちのものがたり」「自然と共に歩む人々の営みのものがたり」
（３）歴史文化保存活用区域の概要

①設定の目的
　多様な文化財が特定地域に集中している場合に、文化財と一体となって価値をなす周辺環境を、当該関連文化財群を構成する文化財を核として、効果的に生かし、文化の香り高い空間を創出していく計画区域として設定する。
②設定の考え方
　以下の視点に基づく区域を歴史文化保存活用区域として設定することとした。
・関連文化財群を構成する文化財の集積

・足利の歴史文化の特性を顕著に表す重要な文化財の存在

・まちづくりの観点から積極的な保存活用に係る取組みへの期待

・利便性の高さ

・足利市全域における市民意識の向上

・計画的・段階的な取組み
③具体的な歴史文化保存活用区域

市の主導で保護を図っていこうとする歴史文化保存活用重点区域（「足利中央区域」「史跡樺崎寺跡（法界寺跡）とその周辺区域」「史跡藤本観音山古墳とその周辺区域」）と、一般の歴史文化保存活用区域（「富田駅周辺区域」「小俣旧桐生街道とその周辺区域」）を定めている。
（４）保存活用計画

　歴史文化基本構想と別に「保存活用計画」を策定。
すべての文化財の保存活用方策について、足利市文化財データベースの構築や、足利市文化財認定制度の創設などの方策を定めている。関連文化財群及び歴史文化保存活用区域については、取組みとして高い効果が期待できるものを１つずつ取り上げ、現状と課題、保存活用の取組みの方向性等を定めている。文化財の保存活用のアクションプランとして位置づけており、保存活用の基本的な考え方とともに、早期に推進するべき取組みの方向性、内容等を定めるものである。今後、必要になった時点で、新たな保存活用計画を策定する予定である。
５．歴史まちづくり法の活用

歴史まちづくり法による計画認定については、現在都市計画課と検討中。

６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 

・指定文化財に限らず、地域住民が大切だと考える文化財を拾い上げ、まちづくりに活用していくことで保護を図る考え方に転換していくべきであるとの考えが出てきた。

・関連文化財群に合致する文化財を市民からの推薦で登録する「足利文化財認定制度（仮称）」の創設を検討中である。指定文化財に限らず、地元が大切だと考える文化財を拾い上げ、まちづくりに活用していくことで保護を図ることを目的としている。 

・文化財のデータベースを構築し、外部から閲覧可能とし、地域にどのような文化財があるのかがわかるようにすることを考えている。

（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
・歴史文化基本構想を踏まえて、景観計画を策定することを予定している。

（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
・これまでは各団体の行政との関わりは薄く相互の連携もあまり無かったが、歴史文化基本構想の策定を通じて庭園文化研究会等の市民団体との間で文化財保護に関する共通認識が出来始めた。

・地域住民の文化財に対する意識が高まった。
（４）その他生じた効果

・歴史文化基本構想の策定を通じて、地域に存在する文化財保護の考え方の方向性を整理することができた。

７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・保存活用計画の策定にあたり、どこまで実現可能性を詰めるべきか迷った。その結果、一つのモデル地区を選定し、当該地区について保存活用計画を策定することとした。

・策定委員会のメンバーを選定する際に、地域の文化財について理解が深く、かつ、とりまとめの能力のある人材を確保することに苦労した。

（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・足利市では、行政が主導して歴史文化基本構想を策定したため、市民の文化財保護への意識の底上げが一番の課題である。また、歴史文化基本構想に掲げた施策のうち、行政が主導して行う部分と地域の関係団体に担ってもらう部分の整理が必要である。

・関連文化財群を積極的に活用したいと考えており、いかに進めていくかが課題である。


８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援
・これから歴史文化基本構想を策定しようとする自治体の参考となるよう、モデル事業を実施した各自治体の取組みを分析し、歴史文化基本構想の策定にあたって有効な方法を抽出して紹介することが重要である。
（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・歴史文化基本構想の取組みを進める活動を行うNPO等の民間団体に対して、国が直接支援できる制度の創設が有効である。

・文化庁が、文部科学省の教育関係部局や、国土交通省等の関連施策を実施する省庁と更に連携することが重要である。特に、伝統文化への理解促進を学校教育の中で進めていくことが、伝統文化に対する意識の醸成のために必要であると考える。


５．日の出町

１．日の出町の概要

・人口　　　　：16,689人（H23年4月1日現在）
・文化財の数　：国指定等2、都指定5、町指定22（平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　長い歴史の中で育まれ伝えられてきた文化財を、自然や景観など周辺環境も含めて一体的に捉え直し、日の出町の歴史文化の特性や、新たな価値を探り見出す。
位置づけ　町の文化財保護に関する計画であり、長期総合計画にも位置づけている。「都市計画マスタープラン」「緑の基本計画」をはじめとする各種関連計画と整合を図っている。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　有識者、市民団体、行政による策定委員会を設置。加えて、数人の策定委員からなる歴史文化基本構想の推進及び検討のためのワーキンググループを設置。

策定の経緯　策定委員会を10回、ワーキンググループを17回開催。

住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：策定委員会に住民モニターが参画。歴史文化基本構想の策定にあたり、住民へのアンケート調査を２回実施、住民懇談会やシンポジウムの開催等により地域住民の声を取り入れ、住民の意思を尊重した計画策定を行った。
行政内の関連部局との関わり：策定委員会の委員に開発部局の担当課長や都市計画審議会の会長、商工会の副会長等を加えた。
３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等
　文化財保護法に規定する６分野
（２）調査方法と調査主体

調査方法　建築調査、景観調査、石造物調査、仏教美術調査、民俗調査、生物調査、古文書調査を実施。これまで景観及び歴史的建造物に関する調査の蓄積が不十分であったため、モデル事業においてはこれらを重視した。また、住民意識についてのアンケート調査を実施。
調査主体　各策定委員が各分野を担当、策定委員の下に調査員を配置して実施した。
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

　　景観や天然記念物などを中心に関連文化財群及び歴史文化保存活用区域を設定している。

（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
日の出町の歴史文化の特徴や大切なものを再評価して捉えなおし、次世代へと保存継承する。

②設定の考え方
 ・日の出町を代表する６つの景観「平井川」「卒塔婆産業」「セメント産業」「御嶽信仰」「丘陵里山」「山地里山」に、歴史的・文化的・空間的なつながりを持つさまざまな文化財

・地域に多数分布し文化的な特徴を形成しているが、文化財として個別にとりあげにくかった事象（例えば、石造物、石積み、土蔵、暮らしと密着した風景や土地利用など）

・個々の文化財としては小さなものであっても、それらが関連性をもってつながる中で、地域の重要な文化財として認識されるもの

・相互のつながりが一定のストーリーをもって説明される文化財

③関連文化財群の構成
「清流平井川～人々の暮らしと川の流れ～」「丘陵里山の自然と自然景観～宿場の暮らしを支えた多様な森～」「山地景観と土地利用～山地特有の土地利用と石積み～」「御嶽参道と進行～御嶽神社へ向かう信仰の道～」「卒塔婆産業～モミの木が支えた暮らしと景観～」「セメント産業と近代化遺産～東京を創り日の出町を支えた石～」
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
 関連文化財群と周辺の環境や景観を一体的に保存管理していく。

②設定の考え方
・関連文化財群の要素が重層的に蓄積されていること

・日の出町の特徴となる環境や景観が残されていること

・古くからの人々の暮らしや営みが今も残されていること

・地域住民の積極的な参画が期待できる場所であること

③具体的な歴史文化保存活用区域
「羽生と周辺区域」「川北と周辺区域」の２区域。
（４）保存活用計画
 第３章「日の出町の歴史文化保存活用計画」：歴史文化保存活用区域の設定を行い、保存活用計画として文化財の保存活用全般に関する方針を提示。
５．歴史まちづくり法の活用
歴史まちづくり法による計画認定は現在予定されていない。

６．モデル事業の効果の検証

（１）文化財の周辺環境の保護に関する効果
・都市計画法による都市計画マスタープランや都市緑地法による緑の基本計画との整合性をとった（具体的には、平成２２年度に策定した都市計画マスタープランに、歴史文化基本構想を踏まえ、 平井川北地区に緑地を残すことを書き込んだ 。また、古い屋敷構えが残っており、歴史文化基本構想で重点地区に位置づけている羽生地区について、文化財保護や景観保護の観点を位置づけた。）。
（２）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
・住民へのPRにつながり、一緒に文化財保護を進めて行くきっかけができた。
（３）その他生じた効果
・文化財保護の計画を行政的に位置づけることができた。
・関連文化財群を設定することにより、現在の指定文化財の地域の歴史文化の中での位置づけが再確認できた。
７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・歴史文化基本構想策定の手順や方向性が分かりづらかったため、モデル事業開始当初に一定の策定の指針を示してほしかった。
・開発権者との関係において、歴史文化保存活用区域の設定が難しかった。伝統的建造物群保存地区や歴史まちづくり法の重点地域等、法律にもとづく地区設定でなければ、一定の区域を明示するのは難しい。何らかの区域を定めると、規制を伴うのではないかという印象を持たれるためである。また、開発対象地域を歴史文化保存活用区域に位置づけるのは限界があるため、開発が制限されている区域（農業振興地域等）を積極的に取り込むことも有効だと感じた。
・文化財保護関係の専門家の間で、歴史文化基本構想の意義や必要性についての理解が少ないと感じた。文化財保護の基本計画を定め、行政の中に位置づけなければ、自治体の文化財保護行政は新しい段階に進めない。そのような歴史文化基本構想の意義を、広く関係者に啓発する機会が必要である。
・企画部門の職員の方が計画策定に通じているため、歴史文化基本構想の策定にあたっては、文化財部局、文化財保護審議会委員に加えて企画部門の職員が共同で策定する方がスムーズに進むのではないかと感じた。
・多様な住民のニーズをいかに取り込むかということと、モデル事業による調査結果をいかに周知するかが課題となった。
（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・民俗文化財の映像記録の作成が喫緊の課題である。
・行政と地域との協力関係の構築が課題である。そのために行政機関と住民が意見交換する委員会をつくる予定である。
・未指定文化財の保護のための登録文化財制度の創設、関連文化財群やストーリーに即した文化財指定などの取組みも必要と考えている。

８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援
・文化財調査の費用に対する支援が有効である。
・規模の小さな市町村では、十分な専門家がいないところも多いため、都道府県、他の市町村、博物館等の文化財保護担当者をアドバイザーとして市町村に派遣する制度があると有効である。都道府県に各類型の文化財の専門性を持つ職員を配置し、都道府県内の市町村へのアドバイザーとしての機能を持たせると有効に機能するのではないか。大学院生を積極的に市町村の文化財調査に活用する仕組みも考えられる。
・歴史文化基本構想の必要性や意義について各自治体の職員に周知するための研修会等を、文化庁において開催することが必要である。

・文化財のマネジメントについて大学で学ぶ機会が必要である。卒業生が将来文化財保護行政に携わる可能性のある学科（例えば考古学等）のカリキュラムの中に、あらゆる文化財について幅広く概観し、それらをマネジメントしていくという視点を与える科目を、１科目でも良いので組み込むことも有効である。
・市町村内で歴史文化基本構想の策定の必要性を他の部署に説明しやすくするためには、歴史文化基本構想を法令上位置づけることが必要である。
・伝統的建造物群保存地区制度のように、条例化を伴う仕組みができれば歴史文化基本構想の実効性が高まると考えられる。

（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・国において、歴史文化基本構想に定める施策の推進に利用できるような支援事業を実施することが必要である。なお、文化財保護に関するものだけではなく、観光振興や地域活性化に関する助成を、歴史文化基本構想の実施のために利用することも可能である。

・歴史まちづくり法のような歴史文化基本構想の内容を具体的に事業化できる制度は有効である。
・交付金制度の中に文化財保護の観点を入れた事業に対する優遇措置を作ることができないか（例えば、歴史的な景観を活かした道路を作る場合には、交付金額が２割増になるなど）。
６．上越市
１．上越市の概要
・人口　　　：202,936人(H23年4月1日現在）
・文化財の数：国10指定等、県指定34、市指定310、国登録12 (平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　上越市の歴史文化とそれを題材に保存・活用する社会の仕組みづくりを歴史文化基本構想としてまとめることを目指す。歴史文化を市民や行政、専門家や民間団体が共通理解とすることで、上越市のまちづくりとその将来像を示す。
位置づけ　上越市第５次総合計画の「『すこやかなまち』づくりへの取り組み」の中に位置づけ。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　策定委員会を設置。
策定の経緯　策定委員会を６回開催。市民フォーラム「文化財は楽しい？！」を３回開催。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：市民を対象に調査を実施。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：策定委員会に関連部局から委員として参加。
３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等
　文化財とその周辺環境の総体を「歴史文化」ととらえ、その範囲を「上越市全体」とした。文化財を地域の環境や産業、歴史や生活、伝えられてきたものなどを合わせて総体として「歴史文化」としてとらえ直す。文化財への固定概念や文化財保護法に定める６類型にとらわれず、幅広く調査を実施。
（２）調査方法と調査主体

調査方法

・文化財の悉皆調査、意識把握のためのアンケート調査及び聞き取り調査（NPO 法人頸城野郷土資料室が市内全町内会を対象に実施）：地域住民が地域にとって大切に思うもの、地域を語るうえで欠かせないものの把握を目的とした調査。
・文化財の把握調査（NPO 法人頸城野郷土資料室・上越市が実施）：自治体史や郷土史などの文献資料などから、地域を語るうえで欠かせないものを収集。
・市民意識把握のための調査：市民フォーラム「文化財は楽しい?！」の参加者を対象としたアンケート調査。
調査主体　教育委員会、NPO 法人頸城野郷土資料室
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

大きな理念や方針のみを掲げた内容になっている。
（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
上越市の「歴史文化」を具体的に表現するために設定。 歴史文化を上越市全体ととらえたため、特定のテーマによる切り分けが難しくなり、関連文化財群を設定する明確な目的は見いだされなかった。
②設定の考え方
各時代の拠点となった場所に関する文化財を「中核文化財」とし、それを核として関連する文化財を「関連文化財」とした。新しい時代に移るときに、中心となる場所も移り、支配者も交代するという上越市の歴史的特徴を踏まえ、歴史上の転換が起きた時で切り分けることとし。

③関連文化財群の構成

「中核的文化財」：
　　・「原始～古代」の「吹上・釜蓋遺跡」

・「中世」の「春日山城」

・「近世～現代」の「高田城下町と直江津今町」

「関連文化財」： 「中核文化財」を核として関連する文化財

（３）歴史文化保存活用区域の概要
　現在定めていない。設定した際にどのような利点と欠点があるのか整理しきれなかったことが理由である。また、構想の対象となる「歴史文化」を上越市全体として定義したため、特定の区域を定めづらかったことも理由である。関連文化財群における各文化財間の関係性が及ぶ範囲と解しているが、現時点でその区域を指定することに対する影響や効果は少ないと判断されるため、事業を実施する段階で必要となった場合に定めることとする。
（４）保存活用計画

　今後中核文化財及び関連文化財ごとに策定する予定である。中核的文化財（関連文化財群）である「吹上・釜蓋遺跡」については、より詳細な保存活用計画を策定中である。

　　「第４章 構想とその実現に向けて」として、「歴史文化」の保存・活用に取り組む方法をまとめている。

５．歴史まちづくり法の活用
　現在考えていない。

６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 
・モデル事業による調査の中で策定した、合併後の上越市の統一的な指定基準に基づき、必要なものは文化財指定を進めて行きたい。統一的な指針ができたことにより、新たな指定につながっていく効果が考えられる。
（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
・特に歴史文化保存活用区域は定めていないが、中核文化財の一つである「吹上・釜蓋遺跡」に関しては、住民の意向を取り入れつつ景観も含めた保護が進みつつある。
（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
・関連文化財群の一つである「吹上・釜蓋遺跡」に関しては、住民の意向を取り入れつつ、景観も含めた保護が進みつつある。
・文化財に対する市民の意識変化には一定の効果があった。
・全町内会に対して悉皆調査を実施したことにより、地域の人に自分たちの地域を見つめ直してもらうきっかけになった。
（４）その他生じた効果

・モデル事業を契機に文化財保護審議会の専門性が高まった。

・地域の歴史的をわかりやすく伝える副読本を作成して市内の小学校に配布できた。
７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・何を目的とする構想とすれば良いのかが、モデル事業開始当初にはっきりと示されていなかったため、整理に苦労した。
・調査の方法及び対象（悉皆調査なのか、再調査なのか）がモデル事業開始当初明確でなく、進め方がわからず苦労した。
・関連文化財群の設定の考え方がわからず苦労した。最終的に、関連文化財群を例示的に設定することに留まった。
・「上越市の歴史文化とは何か」を定義するのが大変であり、調査を進めつつ平行して１年半くらい議論していた。
・地域住民に対する地域の歴史文化に関する意識調査では、期待したような回答は上がってこなかった。身近な文化財は住民にとって当たり前の光景であり文化的資産だという意識が薄いこと、回答することで文化財に指定され規制が生じる可能性があるという印象を持たれたため、回答を敬遠されたことが理由として考えられる。地域に魅力の発見のためには、専門家の目を入れることも必要だと感じている。また、今回の調査を通して活性化したNPO法人と引き続き協力していきたい。また、「吹上・釜蓋遺跡」周辺においては住民の地域の魅力に対する意識が芽生え始めているため、それを他の地域に広げていきたい。
（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・上越市の場合、理念を中心とした抽象的な内容になっているため、具体化にあたっての課題は感じていない。
８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援
・文化財調査の費用に対する支援が有効である。

・歴史文化基本構想の策定により具体的な支援が受けられるということだけではなく、まちづくりの指針ができて地域が活性化する、観光的な面が強化できる、文化財保護がより進む、市民の協力を得やすくなる、などの効果が明示されることも策定インセンティブにつながると考えられる。そのような成果が出ている具体的な事例が示されると良い。
・歴史文化基本構想を法律に位置付けるのであれば、策定によってどのような効果が見込まれるのかを示すことが重要である。
・歴史文化基本構想の策定指針が必要である（策定の手順や内容等について、方向性とどの程度具体的な記述にすべきかについて複数の選択肢を示してほしい）。
・モデル事業の総括をしてほしい。関連文化財群や保存活用区域の設定、調査方法等について、それぞれの自治体の悩んだ点やまとめにあたっての考え方、今後考えている展開について、パターン化して示してほしい。
・策定にあたり、文化庁に相談しやすい体制がつくられていることが必要である。
・歴史文化基本構想の策定やそれに基づく活動について、国が何らかの顕彰を行うことや当該取組みを広報することは、地域の自慢につながり一定の意味はある。
（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・指定文化財に対する支援を厚くすることを希望する。指定文化財の保存に係る所有者の負担の軽減により、当該文化財を活用する余裕が生まれる。その上で、活用のための活動に利用できる支援が充実されるとなお良いと考える。
７．佐渡市 
１．佐渡市の概要
・人口　　　：61858人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数：国指定等44、県指定4、市指定216、国登録70 （平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　島内全域に分布する多種多様な歴史文化資源に関して、各々の関係性や周辺環境も含めて総合的に把握し、それらを適切に保存・活用し、佐渡の歴史や風土の特性を踏まえた方針のもと、長期的かつ計画的に保存・活用していく。
位置づけ　佐渡市総合計画の、「豊かな自然　誇り高い文化　活気あふれる新しい島づくり」の基本理念のもと、基本計画の各論「伝統と魅力ある地域文化の育成」を実現させるため、文化財保護行政の総合的な指針として策定した。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　行政関係者を中心に策定委員会を設置。加えて、佐渡市文化財保護審議会を専門部会として位置づけ検討を行った。
策定の経緯　策定委員会を２回、専門部会を２回開催。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：事業実施期間中は、モデル事業の周知を進めるため、初年度に事業説明用のパンフレットを作成、その後は伝統文化の学習講座等で文化財に対する市民の意識啓蒙に努めた。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：歴史文化基本構想の策定にあたっては、地域振興、都市計画、農林水産業等の関連部局から構成員が参加している。
３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等
文化財保護法上の文化財について調査を実施。
（２）調査方法と調査主体

調査方法　これまで調査されていなかった分野、市町村によっては調査が不十分である分野を調査した。
・歴史文化資源調査（島内２１３か所の集落について、成り立ちや集落形態を調査し、集落毎の歴史文化資源の把握を実施。また、代表的な集落を選出し、具体的な集落形成や、例えば能舞台の管理状況など、歴史文化資源の保存及び活用の現状調査を実施）

・関連文化財群調査（既往調査結果に基づき文化資源目録や分布図等を作成）

・寺院建築悉皆調査

・民俗芸能等調査（人形芝居の語りについての調査、デジタル化等）

・旧市町村史編纂資料の整理
調査主体　教育委員会、委託を受けた会社、コンサルタント、大学
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

　市内に多くの文化財が偏り無く存在するため、それらの文化財を包括的に含められるよう関連文化財群を定めている。

（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
伝統と魅力ある地域文化の育成を進めるためには、文化財が生み出された背景を理解し、さまざまな文化財同士の関連性を見出すことで、地域の個性や魅力を引きたたせる。

②設定の考え方
佐渡固有の歴史と文化を物語る、文化財相互の関連性によって生み出される一定のまとまりを関連文化財群として設定した。また、理念的に文化財を結びつけるのみではなく、事業を推進する対象となりうる文化財を関連文化財群として位置づけることとした。

③関連文化財群の構成
「金銀山遺跡と発掘産業を支えた町・道・人」「地域に根差した土地利用と集落」

「海を介して今に受け継ぐ伝統文化」
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
佐渡らしい歴史や文化の特徴を良く伝える空間としての認識を深め、地域住民とともに守り育てていくことである。
②設定の考え方
文化財保護のみならず、景観保全、観光振興や地域振興の行政的な課題を総合的に検討し、歴史文化に対する普及啓発活動に取り組むべき区域として、以下の観点から範囲設定している。
・関連文化財群の３つのストーリーを伝える区域

・佐渡の歴史文化を代表するものとして広く認められる区域

・佐渡市において全庁的な取組みの必要性の認識が高く重点的な事業推進が求められている区域

③具体的な歴史文化保存活用区域

「佐渡金銀山の採掘・輸送・居住に関する保存活用区域」
「港町のにぎわいと文化交流に関連する保存活用区域」「伝統芸能と集落景観を継承する保存活用区域」
（「伝統芸能と集落景観を継承する保存活用区域」については、島内の全範囲を保存活用区域に設定。）
（４）保存活用計画

　「第７章　 歴史文化資源の総合的な保存と活用」：市全域における歴史文化資源の総合的な保存活用の推進方策を定めている。次に、関連文化財群毎の現在の取組みを整理した上で、今後積極的に取り組むべき事項を項目のみ列挙している。さらに、歴史文化保存活用区域について、保存活用のテーマと個別方針を定めている。
５．歴史まちづくり法の活用
現在活用を検討中である。
６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 
・補助を伴わない、文化財の登録によるブランド化の仕組みとして、佐渡遺産（仮称）」の創設を考えている。主に、集落に伝わる伝統行事や芸能などの無形の民俗文化財を想定しており、登録によって地域における伝承を応援したいと考えている。一方、有形文化財については、修理費等の補助が重要であると考えているため、従来の文化財補助条例の枠組みの充実により対応していく予定である。
・文化財データベースの構築を予定している。
・能舞台の本格的な調査のきっかけとなり、能舞台を有形民俗文化財に6棟指定した。
・地域の祭りなどの未指定の無形の民俗文化財に関する備品購入を補助する「伝統芸能継承活動支援事業」を立ち上げた。
（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
・「佐渡金銀山の採掘・輸送・居住に関する保存活用区域」「港町のにぎわいと文化交流に関連する保存活用区域」については、一定の地区について歴史まちづくり法の枠組みによる整備を考えている。
・「伝統芸能と集落景観を継承する保存活用区域」については、継承活動の用具の補助等による支援を行っていく予定である。

（３）その他生じた効果
・佐渡の歴史文化に関するガイドラインができたことにより、庁内における様々な計画策定、観光ガイダンスの作成等の参考になるため、庁内での評判が高い。集落分布が合併後の集落再編を考える際の参考になるとの話もあった。

・合併後の佐渡全体の歴史文化の特徴を評価するために役立った。
・文化財に関するグランドデザインができたことは、文化財保護行政の推進にあたり、庁内の財政当局との交渉に役立っている。
７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・総合的把握調査の意味や調査対象が分かりにくかった。当初、本市ではこれまでの調査の蓄積が十分であり、それを整理すれば十分だと考えていたが、実際に作業を始めてみるとこれまでの調査は分野が偏っていたことに気がつき、調査を実施し直した。また、旧市町村間で指定文化財のレベルや調査状況が違っていた。
・関連文化財群の設定の仕方がわかりにくかった。地域の歴史文化の特性から自然に発生してくるものなのか、一定の行政目的のもとに設定するべきものなのかがわからなかった。本市では、何らかの行政施策を実施する対象として定めるものだと解釈し、活用する予定の無い史跡などは関連文化財群に含めなかった。このため、ある程度保存活用の方針が固まった後に、関連文化財群を定めるという手続きにならざるをえなかった。最初から文化庁のアドバイスがあれば望ましかったが、モデル事業実施当初はあまり直接アドバイスを聞く機会が無かった。
・委託契約の関係で、作業を始められたのは事業開始年度の１月だった。実質２年間の委託期間の中で十分なものを策定するのは難しかった。
・モデル事業の実施期間中に佐渡市役所内の機構改革で担当者が変わり、スムーズに実施できなかった。
（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・関連文化財群の設定については十分に検討しきれなかった部分もあるため、今後、充実させていく必要がある。

・歴史文化保存活用区域については、現段階では保存活用の方針のみを提示しているため、今後、具体的な事業推進方策について、検討する必要がある。

・歴史文化基本構想を市の計画として位置づけ、実施に向けた庁内横断的、一元的な体制整備を進める必要がある

・住民の歴史文化資源を保存活用する意欲を高め、地域活性化につなげる必要がある。

８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援
・歴史文化基本構想の策定指針を定める際に、構想に含める内容を厳しく決めすぎると、逆に市町村は策定しづらくなる。特に、関連文化財群を必ず設定しなければならないとすると、関連付けるにはそれなりの意味や理由が必要とされるため、困難な自治体もあるのではないか。
・歴史文化基本構想を策定した自治体は、それをそのまま歴史まちづくり法の歴史的風致維持向上計画とすることができるなど、他の制度との具体的な連携が必要である。
・歴史文化基本構想を策定していれば、文化財に関する補助金が受けやすくなるなどのメリットが有効である。
（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・歴史文化基本構想の実施にあたっては、市町村内の人材や知識のみでは対応できない課題も生じる。このため、離島における祭りの継承に取り組んでいる団体、文化財の修復に取り組んでいる団体など、文化財に関する活動を実施している各種団体のデータベースがあると助言や協力を求めやすい。その際、本当に頼れる団体かどうかを判断するための詳細な情報提供やマッチングなどのサービスがあると良い。
８．高岡市
１．高岡市の概要
・人口　　　　：175,372人(平成23年4月1日現在)
・文化財の数　：国指定等22、県指定28、市指定83、国登録32（平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ
策定目的　歴史文化に育まれてきたまちの魅力、すなわち万葉や前田家ゆかりの歴史と文化が薫るまちとしての魅力を再認識し、本市を形づくる新旧の要素の一体感と人と人との協力体制を築くことが求められる。地方分権化が進み自治体独自の地域づくりが強く求められる今日、市域に分布する１つ１つの文化財を、本市の歴史文化を物語る宝物として大切にするだけでなく、本市の発展に有用な資産としての役割を持たせ、生活や産業発展の中で様々に機能させることで歴史文化のまちづくりを目指していく。
位置づけ　  高岡市において、「高岡市総合計画」の下に位置付けられる。文化財行政のみならず、これらの関連分野で実施される様々な施策においてもガイドラインとなりうるものであり、景観保護等について定めた「高岡市町並み保存・都市景観形成に関する条例」や、中心市街地の活性化に関する「高岡市中心市街地活性化基本計画」など、既存の関連他計画とも密接に連携を図っていく。市民や事業者にとっては、本構想は主体的に文化財の保存・活用などを進めていくための指針を示すものであり、活動の理念や基本原理、様々な主体の連携協力の手法についても方針等を示す。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯
策定の体制　策定委員会を設置。
策定の経緯　策定委員会を6回開催。
住民や行政内の関連部局との関わり
住民との関わり：策定委員会委員として策定に関与、そのほか市内文化財悉皆的調査や構想策定に関する意見の募集等を実施。
行政内の関連部局との関わり：都市計画及び農地林務部局が委員会委員として参加。構想と同時に歴史的風致維持向上計画を策定しており、その際は教育委員会と都市計画課が共同で策定。

３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等
文化財保護法に規定する文化財
（２）調査方法と調査主体
調査方法　建造物については市内の残存状況の良好な箇所を中心に悉皆調査を実施。そのほかの類型については、主に既往調査等のとりまとめを中心に行い、必要に応じて補足調査を実施。
調査主体　教育委員会、コンサルタント
４．歴史文化基本構想の概要
（１）歴史文化基本構想全体の特徴
歴史的風致維持向上計画を平行して策定し、関連文化財群と歴史的風致をリンクさせている。
（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
本市の時代特性や地域特性等から、地域固有のストーリーを見出し、各ストーリーに関連する文化財を一定のまとまりとして認識し、総体的に価値の顕在化を図っていくことを目指す。これまで個別に認識していた文化財を、ストーリーで結ばれた総体として捉えることによって、高岡市の歴史や風土、文化財をより分かりやすく理解し、その魅力を多くの人々に伝えていくことを目指す。
②設定の考え方
以下の条件を考慮して設定した。
・有形・無形を問わず多種多様な文化財を含むこと
・地域の特性が顕著に表れていること
・行政・市民による取組み等がされており、価値が認識されている、あるいは今後認識されることが期待できること
③関連文化財群の構成
「商工業の町・高岡の成立と繁栄に関わる文化財群」「高岡御車山祭と祭りを支える職人文化に関わる文化財群」「高岡鋳物に関わる文化財群」「みなと町伏木の交流と物流に関わる文化財群」「勝興寺と寺内町に関わる文化財群」「越中国府に関わる文化財群」「菅の生産と菅笠づくりに関わる文化財群」「農の風景に関わる文化財群」
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
高岡市特有のストーリーを持つ関連文化財群や指定文化財が集積している区域を「歴史文化保存活用区域」として設定し、市特有の歴史や文化・多様な文化財を一体的に包含する空間として、様々な政策や事業を通じて戦略的に守り育てていく区域に位置付ける。今後、本区域の保存活用を推進していく中で、各施策を進める部局間に一定の共通認識を構築した上で、横断的な整備事業を展開していく。これにより、本市の実現すべき将来像が、様々な分野の施策が一体的な計画性をもって遂行されることを目指す。
②設定の考え方
関連文化財群や指定文化財の集積度の高い区域を設定。

③具体的な歴史文化保存活用区域
以下の４つの区域を歴史文化保存活用区域と設定。
「旧高岡町歴史文化保存活用区域」「伏木周辺歴史文化保存活用区域」
「福岡周辺歴史文化保存活用区域」「戸出・中田周辺歴史文化保存活用区域」
（４）保存活用計画
「第２部　第２章 文化財の保存・活用方針」：文化財全般について必要となる保存・活用対策を述べている  。
「第３章 文化財の総合的な保存・活用」：関連文化財群ごとに、各ストーリーにおいて大切にすべき価値な何か、関連文化財群をどのように守り育てて行くべきかについて方針を述べている。効率的かつ効果的な保存・活用と事業展開の実現を目指すため、本市の主要施策の中で、各歴史文化保存活用区域に共通するもの及び個別の保存活用区域に関連するものについて整理している。その上で、区域ごとに目指すべき方向性を示している。
「第４章体制整備の方針」：歴史文化を活かしたまちづくりを進めていくための体制整備の方針を述べている。
５．歴史まちづくり法の活用
歴史文化基本構想の策定と平行して実施し、平成２３年６月に認定。
関連文化財群及び歴史文化保存活用区域を歴史的風致維持向上計画の歴史的風致及び重点区域へ読み替えるなどの整合性をとった。
６．モデル事業の効果の検証
（１）未指定文化財の保護に関する効果
・文化財を幅広く把握することに成功した。ただし、独自の指定・登録制度の設置など、保護に関する取組みについては今後の課題である。

・歴史文化基本構想の策定を機に、文化財情報を網羅したデータベースの構築を進める予定である。
・体制整備の方針の中で、新たな登録制度の検討、自主条例の検討について述べられている。
（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
関連文化財群及び歴史文化保存活用区域を歴史的風致維持向上計画の歴史的風致及び重点区域へ読み替えるなど、他計画を通じ文化財の周辺環境の保護・整備に広がりを見せている。

（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
　歴史文化基本構想及び歴史的風致維持向上計画の策定を通じ、様々な講演会・フォーラム、地域住民による勉強会やイベントが開催されるなど、市全体で歴史文化を目指したまちづくりの機運が高まっている。また、住民側から新たな文化財の指定を目指す動きなどが積極的に生じている。
（４）その他生じた効果
歴史文化基本構想や歴史的風致向上計画が策定されたことにより、歴史文化を活かしたまちづくりが市の方針・方向性としてより明確なものとなっており、様々な取組みを進める上で理解や協力を得やすい環境となっている。
７．課題
（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・市内部の関連部局（都市計画等）の理解をどう得るかが課題である。
・構想策定の取組み、構想の内容等をいかに住民の方に理解してもらうかが課題である。
・構想策定による成果をどのように表現するかが課題である。
（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・理念は構想に示されたが、今後それをどのように実行するかが課題である。例えば、独自の指定・登録制度の条例化などの制度の創設が不可欠と思われる。
・特に未指定文化財の保護等には、多額の経費が必要である。それをどう捻出するか。国によるより幅広い財政支援、市独自の寄附制度の創設などが必要と思われる。

８．今後国として必要な支援
（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援
・構想の策定指針の作成が必要である。
・歴史文化基本構想策定後の財政的支援が必要である。例えば、未指定文化財への財政的な支援や、文化財とその周辺環境への一体的な支援が必要である。観光振興補助金のようなソフトに対する支援も有効であるが、用途を広げて欲しいと考える。
（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援
・歴史文化基本構想の法令への位置づけが必要である。教育委員会内で構想の必要性や、その実施についてコンセンサスを得るにあたり、制度的な根拠が必要となる。
・未指定文化財等に対する幅広い財政的支援。



９．加賀市
１．加賀市の概要

・人口　　　　：71,398人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　： 国指定等19、県指定10、市指定126、国登録44（平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　「加賀市に継承された自然、歴史、文化、そして暮らしを伝える所産を、文化財としての指定や登録等の有無に関わらず、「歴史文化資産」として見つめ直し、それらを未来に継承するため、周辺環境も含めて総合的に、かつ社会全体で、保存・活用していくことを目的とする。そして、歴史文化資産の保存・活用を、市民の「ふるさと」への誇りと愛着を深めていくことに役立て、市民一人ひとりに支えられた新たなまちづくりに繋げていくことを目指す。
位置づけ　歴史文化資産の保存活用を通じて「加賀市らしさ」を継承発展させていくための仕組みであり、将来都市像の実現を支える地域文化の継承のためのマスタープラン。総合計画の見直しと連動し、全体の方針については１０年ごと、具体的な計画や制度に関しては、３年ごとに総合計画との整合を図る。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　有識者・住民・行政からなる策定委員会を設置。
策定の経緯　構想策定委員会を９回開催。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：文化財調査を１２の調査部会を設置して実施し、各調査部会に２～３名の地域住民や観光ボランティア等を含めた。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：策定にあたり、都市計画、建築関係の部局にも事務局に入ってもらった（策定中の景観計画や都市計画マスタープランとの整合性をとり、景観計画が設定されている区域や風致地区については歴史文化保存活用区域に含めた。）。

３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等

市固有の歴史や文化を物語る資産を「歴史文化資産」と位置づけた。
（２）調査方法と調査主体

調査方法　加賀市の歴史や文化の特色を色濃く示す12の調査テーマ（①城下町、②九谷焼、③北前船、④山中漆器、⑤山村集落、⑥原始古代、⑦温泉文化、⑧産業遺産、⑨自然遺産、⑩信仰、⑪街道宿場、⑫食文化）を設定し、当該テーマに沿って文化財体系の枠にとらわれず、調査を行った。テーマごとに12の調査部会を設置して実施。
調査主体　郷土史家等の専門家、市職員、地域住民、観光ボランティア等の混成
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

「歴史文化資産の保存活用を通じた加賀市らしい「人づくり」と「地域づくり」」という全体の基本目標と、保存活用の方針、歴史文化の保存活用の仕組みの創出のための方策を定めた上で、関連文化財群、歴史文化保存活用区域を設定している。
（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
「加賀らしさ」を物語る歴史文化のテーマに基づき、テーマに関連する歴史文化資産群を設定することで、テーマの顕在化、関連文化財群のつながりの強化をはかり、さらに加賀市らしい個性の継承発展に繋げるための計画を作成する。
②設定の考え方
加賀市の「歴史文化」と呼べる個性として６つのテーマを設定し、各テーマに関連する歴史文化資産を抽出。歴史文化資産と各テーマとの関連性にする判断を明確なものにするため、関連文化財群連文化財群ごとに判断基準を設けた。
③関連文化財群の構成

「白山を基層とする加賀門徒の篤い信仰文化」「北前船の繁栄をもたらした日本海交流文化」

「近世の領国経営と多様な嗜みがもたらした大聖寺十万石文化」

「『総湯』の伝統と『もてなし』の心を継承する温泉文化」

「交流と伝統が生み出した『ぐち』なものづくり文化」

「個性豊かな大聖寺川・動橋川流域の生活文化」
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
　加賀市における歴史文化保存活用区域は、「加賀市らしさ」を物語る６つの歴史文化のテーマへの理解を深めるために、個別の歴史文化資産のみならず、資産を取り巻く空間としての一体性を継承する。区域の保存活用計画を作成し、個別の歴史文化資産の保存のみならず、都市計画や景観計画との連携により、その景観や風致を保全または創出するとともに、空間の有する歴史文化のテーマの顕在化を図って行くことで、歴史や文化を活かしたまちづくりを推進する。
②設定の考え方
主として歴史文化資産が集中的に分布する区域を設定。各テーマの関連文化財群を構成する歴史文化資産の空間的な分布密度を参考とし、その密度が特に高い区域を抽出するとともに、国指定史跡の分布状況等についても考慮に入れながら、歴史文化に彩られた一体的な空間として継承することが望まれる区域を設定。
③具体的な歴史文化保存活用区域

境界を明示せず、大まかな区域を設定した。

「大聖寺城下町区域」「竹ノ浦周辺区域」「橋立船主集落区域」「動橋宿場区域」「山代温泉区域」

「山中温泉区域」「東谷山村集落区域」「柴山潟・片津温泉区域」「勅使・分校区域」
（４）保存活用計画

 「第２部 保存活用の考え方と枠組み」：保存活用の基本目標・基本方針を定めている。これらに基づき、①「『人づくり』『地域づくり』に繋がる歴史文化資産の保存活用の仕組みの創出」のための方策と、②「テーマに基づく歴史文化資産の総合的な保存活用」のための枠組み・方針を定めた上で、②を実現するための具体的な方策として、関連文化財群の設定と歴史文化保存活用区域の設定を行っている。

「第３部 保存活用計画」：関連文化財群、歴史文化保存活用区域について保存活用計画を策定。関連文化財群については、「加賀市らしさ」を物語るテーマとその関連文化財群に関し、市民や来訪者への「普及啓発」を促すことが重要な課題となるとし、「調査・研究等」「普及啓発」「地域づくり」の観点から保存活用の方策を設定。テーマと関連文化財群の保存活用に関わる全体的な共通方策を設定するとともに、各関連文化財群の特性や現状に応じた具体的な方策を設定。歴史文化保存活用区域については、歴史史文化資産の保存活用のみならず、まちづくりへと展開するため、まちづくりの基本方針及び具体方策として定めている。いずれも総合計画の中の実施計画と連動し、３年ごとに見直しを図り、必要に応じて変更を行う。

５．歴史まちづくり法の活用
　　現在は予定していない。

６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 
・市内にある歴史文化資産の把握を行うことができた。

・以下の３つの取組みを予定している。
・「平成版加賀江沼志稿」のリストアップ制度の設定
モデル事業による調査の結果得られた歴史文化資産の台帳リストである「平成版加賀江沼志稿」の更なる充実を図り、市民共有の財産である歴史文化資産に対する市民の意識の向上を促すことを目的として、「平成版加賀江沼志稿」のリストアップ制度を創設する。

・「平成版加賀江沼志稿」データベースの作成と公開

・「加賀市歴史文化マイスター制度（仮称）」の設定

（２）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
　歴史文化を活かしたまちづくりを行っている団体によっては、歴史文化保存活用区域に位置づけられたことにより、意識が高まったところもある。また、歴史文化基本構想がまちづくりを行っていく上での指針として好意的に受け止められている。

７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・歴史文化基本構想の策定により特定の支援を受けられるなどの具体的なメリットを伴うものではないため、庁内において、歴史文化基本構想策定の意義や必要性の共有が困難であった。

・市内には歴史的な資産が比較的偏りが無く存在するため、関連文化財群の設定が難しかった。

（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・庁内において、歴史文化基本構想の実現に向けての協力体制をつくることが課題である。

８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援

・策定指針の提示が必要である。

・歴史文化基本構想を策定した自治体が、その後、構想の内容をどのように実現しているのかを全国に紹介すれば、各自治体も策定後のイメージが持ちやすくなると考えられる。

（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援
・市町村の文化財保護部局では担当者が少数である場合が多く、また、まちづくりに関するノウハウを持たない場合も多いため、歴史文化基本構想の実現に向けた指導助言、ノウハウの提供等のアフターケアの仕組みが必要である。

・歴史文化基本構想の実現にも活用できる補助制度が必要である。

・歴史まちづくり法の仕組みと比較して自由に内容を策定できるかわりに、制度として固まっていないので、策定後の道筋が見えにくい。制度化まではいかなくとも、策定後の道筋をある程度仕組みとして示して欲しい。

１０．小浜市・若狭町
１．小浜市・若狭町の概要

・人口　　　　：【小浜市】31,091人、【若狭町】16,001人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　：【小浜市】国45、県72、市103、国登録17　【若狭町】国12、県32、町138、国登録2
（平成23年5月1日現在）

２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的

　　小浜市・若狭町に存在する膨大で多様な文化遺産を、物語性を持たせてわかりやすく情報発信することにより、住民が地域の歴史文化を再認識し、歴史文化を生かしたまちづくりやその保存活用に取組みやすくなることを目的とする。

位置づけ　それぞれの自治体の上位計画である総合計画に基づいた、文化財保護の総合計画である。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　有識者、住民、行政による策定委員会を設置。
策定の経緯　調査と並行して、７回の策定委員会、６回のフォーラム、住民ワークショップを開催。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：住民を対象として、フォーラム、関連文化財群に係るワークショップ、歴史文化基本構想についての説明会を開催。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：策定委員会の行政委員に関連部局の職員を含めた。

３．総合的把握調査の方法

（１）調査対象となる文化財等
文化財保護法に定める文化財の定義にとらわれず、食文化や精神文化（人物）等も含めて調査対象とした。

（２）調査方法と調査主体

調査方法　基本的な文化財調査はこれまでに実施されていたため、既に把握されている文化財を再分類し、関連文化財群の枠組みの案をつくった上で、それぞれの関連文化財群に係る専門調査を、人文景観、自然景観、伝統産業、人物、食文化について実施した。特に、文化財保護法の文化財類型に当てはまらない食文化、精神文化（人物）について重点的に調査を実施した。
調査主体　策定委員、再委託業者、事務局で実施。
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

歴史文化基本構想の全体テーマに食文化を置いている。

（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
文化財を分かりやすく示し、保存・活用に対しての理念を表現するものととらえている。
②設定の考え方
文化財の保存・活用のための基本理念（①文化財の保存と活用によるまちづくりを骨格に据える、②食文化を基軸としたストーリーの展開を図る、③文化財の保存と活用を協働で進める）を定め、歴史文化基本構想のテーマを「御食国若狭の成立と発展―若狭の文化食にあり―」とした上で、これに基づいて、文化財の特徴、時代区分、地域的な分布状況、核的な遺産の存在、保存活用区域設定の可能性等を勘案して、関連文化財群を設定している。なお、関連文化財群や歴史文化保存活用区域のみでは捉えられない、群域を超えた普遍的広がりを有する文化の基層として民俗文化財を位置づけている。
　③関連文化財群の構成
「人と自然とのたゆまぬ共生」「御食国若狭の成立」「神仏習合の社寺と暮らし」

「京へつながる鯖街道」「海に開かれた小浜城下町」
（３）文化財保存活用区域の概要
①設定の目的
　保存・活用の事業計画につながる「区域」の設定とその方針及び計画を明らかにするものととらえている。

②設定の考え方
・関連文化財群の趣旨をふまえ、これを示す最も代表的な文化遺産が質・量とも豊富な地域を保存活用区域とする。

・すでに地域に根差している団体や活動を生かすための区域設定とする。また、住民活動のさらなる発展が望める地域、産官学が一体となって魅力あるまちづくりを代表事例として実施可能な地域を設定する。

・地域特性である「食」や「交流」、「偉人顕彰」などを産業・観光・教育に発展させることができる魅力的な区域を設定する。

③具体的な歴史文化保存活用区域
　各関連文化財群について１～４区域の歴史文化保存活用区域を設定。各区域には、歴史まちづくり法を活用する区域、市の独自事業や関連事業で実施する区域など、３段階の整備レベルを設定。明確な境界線を引くのではなく、大まかなエリアを指定し、その保存・活用の方向性を示すこととしている。
（４）保存活用計画

　　  歴史文化基本構想とは別に「保存活用計画」を策定。

歴史文化保存活用区域ごとに、保存・活用基本方針と、事業計画（①保存修理事業計画、②環境整備事業計画、③保存施設事業計画、④防災施設事業計画、⑤活用施設事業計画、⑥普及・啓発事業計画）を項目として定めている。また、事業計画は、取り組むべき期間を短期・中期・長期で設定している。

５．歴史まちづくり法の活用
歴史まちづくり法による計画認定を目指している。
６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果
・これまで指定されていた文化財以外に地域の文化遺産が数多く見つかった。
・平成２０年に伝統文化保存協会を立ち上げ、賛同金を募り、指定の有無にかかわらず、文化財を保存活用する活動について２分の１以上の補助を行う「伝統文化保存継承事業」を実施している（若狭町）。
・単体では指定に至らない文化財について、関連文化財群として指定を行うことを検討している（例えば、壊れた仏像群など）（小浜市）。
・両自治体とも域内に多くの指定文化財が存在するため、モデル事業においては、それらの指定文化財を関連付文化財群として整理し、保存活用計画を策定することに重点が置かれた。このため、未指定の文化財を登録し保護する制度の創設は今後のステップである。
（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
・すでに景観計画が策定されており、歴史文化保存活用区域の大部分は、当該計画でその保護を図ることができると考えられている。一部、景観計画の範囲に入っていない歴史文化保存活用地域が存在するため、景観計画区域として設定するよう都市計画部局と協議しているところである（小浜市）。
・歴史文化基本構想をもとに景観計画を策定することを検討している（若狭町）。
（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
これまでも歴史文化を活用したまちづくりについて継続的な取組みがなされてきたが、今回のモデル事業では、地域に存在する文化財を総合的に捉えることで、市民に対する周知ができ、市民の意識が芽生えることにつながった。
（４）その他生じた効果
 ・これまで単体で捉えられてきた文化財を一定のテーマのもとに関連付けて整理できたことにより、地域の魅力を対外的にアピールすることに活用できる。
・全国に先駆けてモデル事業を実施した２０地区に入ったことにより、地域の知名度が高まった。
・（小浜市）庁内でも歴史文化基本構想の評価が高く、本構想を基本としてまちづくりを進めていこうとしている。
７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
 ・合併前の旧市町村間の文化財保護の考え方に相違があり、調整に苦労した（若狭町）。
 ・これまでに基本的な文化財調査は実施されていたこと等から、調査や計画策定にあたっての困難さはさほど感じなかった。
（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・住民レベルで歴史文化基本構想の取組みを具体化することが課題である。
・歴史文化基本構想と歴史まちづくり法の歴史的風致維持向上計画は、理念上相互に連携するものであるが、制度上の橋渡しは何もなく、歴史文化基本構想を策定した場合でも、歴史的風致維持向上計画は一から作り直す必要がある。
８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援
・歴史文化基本構想を策定している自治体は、文化財補助金において優遇措置を受けられるようにすることが考えられる。
・歴史文化基本構想を策定した自治体に対しては、歴史まちづくり法の歴史的風致維持向上計画の策定の手続きが緩和されるなどの措置が必要であると考える。
（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・国において、基本構想に定める施策の推進に利用できるような支援事業を実施することが必要である。文化庁が平成２３年度から度実施している「文化遺産を活かした観光振興・地域活性化事業」の活用も検討したが、文化遺産の所有者又は保護団体等によって構成される実行委員会に対して補助されるものであり、かつ、精算払いであるため、十分な自己資金を有しない規模の小さな団体では実施が難しく、断念した。概算払いが可能となれば、活用の可能性が高まるのではないか。
１１．韮崎市
１．韮崎市の概要
・人口　　　　：32,436人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　：国指定等5、県指定14、市指定50（平成23年5月1日現在）

２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　韮崎の歴史文化資源（文化財）を守り育て、将来へと伝えていくことを通じ、今以上に魅力的な韮崎の実現を目指すための基本構想として策定。特に以下の点を重視。
・「ストーリー」と「歴史文化資源」による歴史文化の継承

・「文化財としての保護」と「地域遺産としての継承」の両軸の確立

・「歴史文化」を活かした「地域づくり」の取組み推進

・「市民」と「行政」の協働体制の充実

・韮崎の歴史・文化・自然的環境への関心と誇りの醸成

位置づけ　韮崎市第６次総合計画に掲げられている基本政策「時代へつなぐ歴史・文化の醸成」に位置づけられている、文化財の保存活用に関する基本方針。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　策定委員会を設置
策定の経緯　策定委員会を開催
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：以前から「歴史再発見ウォーク」を実施してきたが、歴史文化基本構想策定にあたって「お宝探そうツアー」を実施し、地域住民も含めたまちあるき調査やアンケート調査を実施した。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：歴史文化基本構想の策定委員会に関連部局の職員も参加。担当レベルのワーキンググループを実施し他部局との連携を図った。今後は、歴史文化基本構想を踏まえた景観計画の策定を目指し、ワーキンググループをプロジェクト推進組織として維持していく予定である。

３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等

韮崎の歴史文化を物語るすべての要素を「歴史文化資源」、その中でそれぞれの地域にとって大切な「遺産」であることが把握・共有されたものを「地域遺産」と定義。すべて文化財保護法の「文化財」に含まれるとする。

（２）調査方法と調査主体

調査方法　モデル検討地区である神山地域について、以下の調査を実施。
・分野別の専門調査：歴史・考古・建造物・地理・景観 

・住民参加型の調査：まちあるき型の調査（歴史文化のお宝探そうツアー）、アンケート型の調査（歴史文化のお宝探しアンケート）

・行政による調査     ：指定・登録文化財の把握、 自然・歴史・社会的特性の把握

調査主体　専門委員、教育委員会

４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

　関連文化財群及び保存活用計画は重点地区である「神山地域」のみ定めている。水田景観や農村集落等を中心に関連文化財群を設定している。
（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
資源の持つ価値の一面だけの評価や、資源単体で保護の措置を図るのみではなく、多面的に価値を理解し、関連する資源や周辺環境などと一体的に受け継いでいく。
②設定の考え方
重点地域である神山地域のみ、関連文化財群を設定し、保存活用計画を策定することとした。まず、本市の特性を自然・歴史・社会の観点から把握した上で、地形的特色を反映し、歴史上、地域形成にインパクトを与え、その結果が現在の歴史文化的景観の中に息づいていることを条件として６つのテーマを設定。上記を踏まえ、神山地域の特性を示す３つのテーマ（①武田氏の息吹、②徳島堰と水田景観、③水音豊かな農村集落）を設定し、各テーマの中で、より濃密な関係にある資源同士で、保存活用に取組みやすい小さなまとまりを単位として「関連文化財群」とした。
③関連文化財群の構成
①武田氏の息吹、②徳島堰と水田景観、③水音豊かな農村集落の各テーマにつき、２～４件の関連文化財群を設定。

（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
市民・民間・行政・学識経験者が協働しながら、より効果的、重点的に文化財の保存・活用をはかる。

②設定の考え方
韮崎市を代表する文化財を中心に、歴史文化の各テーマが象徴的に表れている範囲を「保存活用推進地域」として設定。

③具体的な歴史文化保存活用区域

「神山エリア」「新府城周辺エリア」「苗敷山周辺エリア」「穂坂エリア」「韮崎宿エリア」
（４）保存活用計画
 「第Ⅱ編　神山地域　歴史的環境の保存活用基本計画」：モデル検討地区である「神山地域」について策定。①当該地域の歴史的環境を生かした地域づくりの方向性、②当該地域の関連文化財群を設定と各関連文化財群について保存活用の方針と方策例、③歴史的環境を活かした地域づくりの進め方について示し、３つの地域づくりプロジェクトをまとめている。各プロジェクトについて、今後５年間での実現を想定し、大まかな工程を提示。

５．歴史まちづくり法の活用
歴史まちづくり法の認定を受ける予定は現在無い。歴史文化基本構想の実現に向けて、具体的に整備する対象等が決まった時点で、活用を検討したいと考えている。
６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 
・「文化財として価値の高いもの」という指定基準に加え、「韮崎を象徴する文化財」「テーマやストーリーを特徴づける文化財」という新たな視点を加えて、指定等することにつながった。

・「武田の里遺産」という歴史文化資源の登録制度を導入予定である。市民へ遺産の存在を周知することで保護を図りたいという目的である。いずれ条例化を行いたいと考えている。未指定の文化財をこのような形でとらえることができるようになったのは大きな効果である。まちあるき、公開イベント、武田の里遺産の登録台帳の公開等により、地域住民に対して文化財保護の機運の醸成を図りたいと考えている。
・モデル事業を通じて調査が進み、新たな指定対象となりうる文化財の発見につながった。

・また、今後、市民による歴史文化資源の保存活用の取組みについて、アドバイザー派遣（個々の文化財の専門家ではなく、まちづくりに見識のある人を入れる予定）や助成制度の立ち上げを検討している。
（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
・重点地域である神山地域を中心に、歴史文化基本構想を踏まえた景観計画の策定を予定している。

（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
・重点地域としている神山地域の住民が、韮崎市が地域の資源をいかしたまちづくりを実施しようとしていること、まちづくりの考え方が開発重視から資源の活用へとシフトしようとしていることを認識することにつながった。

・今後、重点地域である神山地域において、文化財を活用した地域づくりを推進するための組織（=まちづくり懇談会）を立ち上げ予定である。歴史文化基本構想を読みとき、地域として具体的に何をするのかを検討することとしている。

（４）その他生じた効果
様々な文化財について、高い専門性を持つ専門家の意見を聞くことができたことは、市町村にとって非常に勉強になった。

７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・文化財調査の進め方や歴史文化基本構想に含めるべき内容がわかりにくかったため、当初から構想に含めるべき複数の項目案を示して欲しいと感じた。

・市町村の文化財担当者は埋蔵文化財の専門家が多いため、他の文化財の調査方法（建造物、民俗文化財等）に関する知識が不足している。このため、各類型の文化財の調査のおおまかな手順を示して欲しいと感じた（どのような点にどれだけ予算がかかるのかも分からず苦労した）。

（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・地域住民に対し、なぜ文化財が大切なのかを理解してもらうことから始めなければならないと思っている。

・地域住民とやり取りを行い、具体的な文化財の整備などに関する要望や方向性が出てきた際に、市として少しずつ補助を行う予定である。


８．今後国として必要な支援
（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援
・文化財調査の費用に対する支援が有効である。規模の小さな自治体では調査費の確保が難しい。市町村の市史編纂にも使えるような補助事業があると有効である。

・歴史文化基本構想の策定による効果や、実現のための道筋を示すことが必要である。また、関係省庁とも協議を行い、他省庁の施策との関連を明確にし、自治体内の他の部局に対して構想を主張していけるようにして欲しい

・文化財保護法の中に歴史文化基本構想が位置づけられれば、自治体も策定がしやすくなると考えられる。

・文化庁において、歴史文化基本構想の策定にあたっての相談窓口を設置する、専門家を紹介する等の仕組みを作ることがが有効である。

（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・多額の金銭的支援は必要ない。文化財の再調査や、歴史文化基本構想の内容をより深めるべく見直すための調査費について、１０～２０万規模で補助するシステムがあると良い。



１２．高山市
１．高山市の概要

・人口　　　　：92,243人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　：国指定等43、県指定117、市指定780、国登録10 （平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　文化財の総合的な保存活用方針を定める。平成１７年に近隣９町村との合併により、指定基準の際、指定内容の偏在に対応した価値付けや高山市全体での文化財の再評価が必要となった。平成１８年の景観計画の策定、平成２１年の歴史的風致維持向上計画の認定など、歴史を活かしたまちづくりが進む中で、「何を守り、何を活かしていくのか」を市民全体が認識することが必要である。

位置づけ　総合計画を上位計画とし、教育振興基本計画に基づく文化財保存活用の今後の有り方に関する基本方針と位置づける。また、関連する諸計画の方針策定や施策形成に際し、歴史・文化の保存活用についての方向性を示すものとする。特に終期を定めず、上位計画である総合計画、教育振興基本計画の見直し（５年ごと）に伴い修正を行う。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯
策定の体制　策定委員会を設置。
策定の経緯　市の総合計画の見直し時期と合わせるために、モデル事業の実施期間を２年間に短縮して実施した。また、歴史まちづくり法による歴史的風致維持向上計画を平行して策定していた。このため、歴史文化基本構想のために策定委員会を開催したのは１回であった。

住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：意見募集を実施するとともに、いくつかの調査を住民と一緒に実施した。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：文化財課と都市整備課が主体となり、副市長をトップとして庁内の関係部署により、策定体制を構築した。

３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等

国、県、市指定文化財及び地域において大切に継承されてきた有形・無形の歴史・文化などの総称とする。
（２）調査方法と調査主体

調査方法　市街地、街道、農山村・山林という枠組みで文化財を把握するという方針を元に調査。これまで、伝建、景観、歴史的風致維持向上計画、文化的景観、世界遺産候補への提案、城下町高山の歴史文化に関する調査を実施してきたため、農山村地域や街道、山林に関する調査を重点的に実施。
調査主体　連携した大学、教育委員会
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

歴史的風致維持向上計画を平行して策定している。３年の事業期間を２年に短縮して実施している。
（２）関連文化財群の概要
①設定の目的　文化財だけでなく周辺環境や関わる人々の活動を含めた空間を評価することで、市民が身近に感じながら、文化財の継承に関わることへの意識を高めていくとともに、観光客などにも新たな魅力を提供することで、地域の付加価値を高めていく。

②設定の考え方　地域の範囲や歴史的連続性など共通の事項（キーワード）で文化財及びその周辺環境を含めて評価し、一体となって歴史・文化を価値付けることのできる範囲（地理的範囲・ネットワークの両方を指す）を関連文化財群とする。市域全体を「市街地」「農山村」の枠組みで網羅し、「街道」でつなぎ、その状況が現代まで継承されていることを基本に設定。

③関連文化財群の構成
「城下町高山の町人生活と祭礼」「歴史街道」「農山村集落」「飛騨国の形成」「中世城館」「山岳信仰」
「飛騨の匠」「城下町高山の近代化」
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
現代に継承されている文化財をその文化空間ごと、総合的な視点で価値づけし、次世代に継承することを目的とする。

②設定の考え方
関連文化財群の範囲（地理的範囲・ネットワークの両方を指す）ごとに区域を設定し、両者の範囲は同範囲となる。ただし、以下の場合には新たに保存活用区域を設定する。

・地域に複合する関連文化財群を総合的に保存活用する必要がある場合

・近接する地域において類似する文化財が複数あり一体的に保存活用する必要がある場合

③具体的な歴史文化保存活用区域

・歴史まちづくり法の重点区域と同じ範囲と考える。
・農山村関連文化財群の保存活用区域については、景観重点区域と同範囲になることを想定している。
（４）保存活用計画

「第６章　関連文化財群による保存活用計画」：保存活用計画における基本的な考え方をまとめ、保存活用区域（関連文化財群と重なる）ごとに保存活用の方向性を定め、各項目の庁内の担当部署を明示している。区域によってこれまでの取組みのレベルに差があるため、区域ごとに段階を設定して取組みを進めることとしている。
５．歴史まちづくり法の活用
　モデル事業と平行して「高山市歴史的風致維持向上計画」を策定し、２１年１月に認定を受けている。「高山市歴史的風致維持向上計画」は本計画の実施部分を担うと位置づけている。おおむね城下町に関わる関連文化財群が歴史的風致維持向上計画の重点区域に重なると整理できる。

６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果
歴史文化基本構想には記載されていないが、集落単位で住民が文化遺産を保護していくためのプラン作りを数箇所で実施している。集落単位で、テーマに基づいて文化遺産を保存活用していくためのプランを作り、それを市が認定することにより、プランに位置づけられた具体的な事業プランを市が採択して支援していくという仕組みづくりを今後考えている。

（２）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
歴史的風致維持向上計画の策定を平行して実施していたため、歴史文化基本構想のみの効果を分析するのは難しいが、歴史まちづくり法と歴史文化基本構想の取組みを通して、市民の歴史文化に対する興味がより高まったといえる。

７．課題
（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・歴史文化基本構想と歴史的風致維持向上計画の具体的なイメージがしづらい段階で、両者を平行して策定したため、関連文化財群の概念を歴史的風致の概念に近いものとしてとらえた。結果として、関連文化財群の範囲が限定されたものとなった。

・限られた時間の中で、新しい市域に踏み出し、旧市の文化財との共通性を見出していくことが難しかった。

（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・上記６（１）で示した仕組みをつくって行く中で、住民自身が文化財を守り、市がそれを支援するという取組みの輪を広げていきたい。

・歴史文化基本構想は、策定により特定の支援が受けられるなどのメリットを伴うものではないので、住民に対して、また庁内において、歴史文化基本構想の実施の必要性を説明しづらい。必ずしもハード事業に対する支援が必要なわけではないが、支援事業の実施や一定のステータスを与えるなどの具体的なフォローが必要である。特定の補助金などが採択されやすくなるというのは有効なメリットであるが、明文化して公表されていないと、庁内での説明に使いにくい。


８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援

・歴史文化基本構想の策定に対して、庁内の上層部の理解を得られるようなメリットを提示できることが必要である。

・歴史文化基本構想を策定した自治体や、歴史まちづくりに成功した自治体の事例を文化庁が広くアピールして行くことが必要である。

（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援
・歴史文化基本構想の実現のために活用できる事業を継続的に用意することが必要である。「文化遺産を活かした観光振興・地域活性化事業」のような補助金は励みになり有効である。



１３．高砂市
１．高砂市の概要
・人口　　　　：95,818人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　：国指定等1、県指定10、市指定41、国登録4（平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　歴史文化資源の一体的な保全活用に取組みながら、高砂市の文化や地域づくりの将来の方向性を見据えようとする。地域の個性を歴史文化に求め、現在に至る地域の歩みを再整理するなかで、次代へ継承する方向性を見つけようとするもので、地域の歴史文化資源の保存活用に対する意識醸成や、これらを活かした地域づくりの鍵を見つけ出すことができるものと考えられている。これまで総合的な文化財調査が実施されていなかったため、文化財の基礎的な資料を整理したいということが目的であった。構想策定を進めていくうちに、市内には取り立てて有名な文化財は無いと言われていたが、近代化による生活や意識の変容により見えなくなっていただけで、古いもの、良いものが残っていることがわかり、それらを顕在化させ、再生し、文化財の創造や地域活性化につなげるため、構想の策定に取り組んだ。
位置づけ　本構想は高砂市総合計画の中に位置づけられる歴史文化の保全継承に係る基本的考え方を整理したもの。同時に、今後の高砂市の文化財の保存活用の方向性について示すもの。本構想は概ね今後十年間の方向性を示すものとする。構想の実現化に向けては、今後５カ年を目標とした実施計画を立案する。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　策定委員会（学識経験者、市民代表、行政関係者（文化財と関連部局）からほぼ均等に構成）を設置。加えて、専門家からなる文化財調査専門部会、庁内の関連部局からなる総合的把握モデル事業検討委員会を組設置した。また、兵庫県教育委員会から指導助言を得た。
策定の経緯　策定委員会を9回開催。調査専門部会・事業検討委員会も定期的に開催されている。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：市民団体である「竜山石文化会」、兵庫県のヘリテージマネージャーの組織である「ひょうごヘリテージ機構」に調査を依頼。市民へのアンケート、街歩きなどが開催され、最終年度には、市民フォーラムを開催。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：策定委員会に関連部署の職員を含めた。
３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等

　文化財保護法に規定する文化財
（２）調査方法と調査主体

調査方法　高砂市の歴史文化の特徴をわかりやすく表すテーマを設定し、それに基づいて史跡・景観調査、建造物・まちなみ調査、墓石調査、石造物調査、文献調査、岩石調査等を実施した。 
調査主体　教育委員会、コンサルタント、竜山石文化会（墓石調査）、ひょうごヘリテージ機構（建造物調査）
４．歴史文化基本構想の概要

（１）基本構想全体の特徴

高砂市の歴史文化の特徴をわかりやすく表すテーマを設定し、市民にとってわかりやすい内容となっている。歴史文化基本構想に盛り込めなかった事項は、最後に策定委員会からの提言として記載されている。

（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
　地域の歴史文化を効果的な視点（テーマ）に基づいて見直していくことで、市民が高砂市の個性的な自然や、文化交流拠点であった高砂市の歴史的役割を再認識し、高砂市に誇りを見出し、高砂市の将来を肯定的に考える視点を提供する。
②設定の考え方
　高砂市の固有の風土を踏まえて歴史文化のテーマを「竜山石の文化」「白砂青松」「塩づくり」「みなとのまち」と設定し、これらのテーマに基づいて、相互に関連性のある一定のまとまりを、関連文化財群とした。
③関連文化財群の構成
「竜山石の文化」「白砂青松」「塩づくり」「みなとのまち」
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
市内で一体的に保存活用すべき関連文化財群の分布の広がり、まとまりを有する区域を明らかにし、行政、市民、企業等の間で共有することを目的とする。市民や企業に対しては歴史文化資源が存在する地域に対する関心を高め、行政の各種計画においても、歴史的に重要な地域であることを示すことで、歴史文化を射返した重点的な施策を円滑に導入するなどの効果が期待される。
②設定の考え方
各関連文化財群に対応した区域を設定する。各関連文化財群の分布状況に応じて、
・保存活用ゾーン（歴史文化資源が関係性を持ちながら広く点で分布している）
・保存活用区域（歴史文化資源が関係を持ちながら集積し面で分布している。各テーマの歴史文化資源の重なり合いが濃い地域は重点保存活用区域とする）
・中心施設（重点保存活用区域の核となる歴史文化資源）
の３段階の設定を行うこととする。
③具体的な歴史文化保存活用区域

「竜山石の文化」「白砂青松」「塩づくり」「みなとのまち」（各関連文化財群に対応した区域を設定）
（４）保存活用計画

「６．関連文化財群の保存活用」：関連文化財群一般の保存と活用の基本的な考え方を提示し、関連文化財群ごとの保存活用の方向性を、着実に実行すべきこと及び現時点で考えられることに分けて提示している。
５．歴史まちづくり法の活用
高砂市には国指定文化財が存在しないため、活用できない。

６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 
・地域の歴史文化遺産の存在や価値を顕在化するために、市民自ら将来に受け継ぎたいと想いを寄せる歴史文化資源をふるさと文化財として登録する「ふるさと文化財」制度を平成23年4月に制度化した。教育委員会の内規の登録要綱を根拠とする。市指定文化財制度に準ずる手続きとし、所有者の同意を得た上で「ふるさと文化財」として登録する。登録された文化財が周知され、価値が顕在化することで、市民の手による保存活用が進むことを期待している。
（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
平成２３年４月に改定された都市計画マスタープランに歴史文化基本構想の内容が反映されている。今後、景観形成計画の取組みにおいて連携していくことが必要である。
（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
　・歴史文化基本構想策定後も、文化財調査を依頼した竜山石文化会及びひょうごヘリテージ機構の２団体を含めた計３団体が、継続的な調査や歴史文化資源の活用に向けた取組みを実施している。

（４）その他生じた効果
・庁内で、都市計画行政等との関係部署との連絡調整ができたことは大きな効果があった。
・市民の意見を聴取できたこと、文化財調査を通じ、専門機関や研究者、市民との協働を実施できたことも大きな効果であった。
７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・具体的な事業や計画については、歴史文化基本構想の中に盛り込むことができず、策定委員会からの提言として記載するに留まった。
・市町村においては、人員が限られていることから事業を受託してすぐに作業に入ることは難しい。このため、事業実施までに必要な準備を行えるよう、体制整備に向けたサポートや準備期間が必要である。
（２）歴史文化基本構想の実施における課題
歴史文化基本構想に掲げる内容は、行政・市民等の各主体の総意を得なければ実施できないものもあり、それらをいかに継続的に、また各主体が連携しながら実践していくかが課題である。


８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援
・一定の予算措置に対する支援と、歴史文化基本構想の策定に助言する窓口の存在が重要である。
・市町村内で歴史文化基本構想の策定の必要性や効果を高めるためには、歴史文化基本構想が法令上位置づけられることが必要である。

（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・構想に位置付けられた関連文化財群を保存活用するために支援する制度が必要である。
・歴史まちづくり法の活用は、歴史文化基本構想の実現のための手段として有効であるが、国指定文化財の存在が条件となっているため、国指定文化財の存在しない高砂市では利用できない。地方指定文化財も視野に入れて欲しい。
・文化庁が今年度実施している「文化遺産を活かした観光振興・地域活性化事業」は、実行委員会が事業主体となっており、また、用具修繕が事業の主内容になる可能性がある。柔軟な事業が展開できるような仕組みにして欲しい。

１４．篠山市
１．篠山市の概要

・人口　　　　：43,069人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　：国指定等19、県指定25、市指定136、国登録31（平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　少子高齢化などによって文化財を保存・活用していく担い手の減少や「日本の原風景」の核となる田畑・山林の荒廃、建造物の老朽化や無住化などといった大きな問題に対応するため、「日本の原風景 篠山」の構成要素となる文化財を総合的にとらえ、積極的な保存・活用を図り、歴史・文化を活かしたまちづくりを進める。
位置づけ　篠山市域に数多く存在している文化財を「日本の原風景篠山」の構成要素と位置付け、「篠山市総合計画」及び「篠山市教育振興基本計画」（篠山きらめき教育プラン）に即して、篠山市における歴史・文化関連施策の展開にあたっての基本的方針を提示するものと位置付ける。また、「篠山市国土利用計画」、「篠山市農村振興基本計画」、「篠山再生計画」、「篠山市景観計画」などの関連計画と連携、整合のとれた構想とするとともに、兵庫県の「緑豊かな地域環境の形成に関する条例」や篠山市の「篠山市緑豊かな里づくり条例」「篠山市景観条例」等による環境保全・形成手法を本構想の支援手法の一つとして位置づける。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　市民、学識経験者ならびに行政関係者で構成する策定委員会を設置。また、委員会に文化財調査専門部会を置くとともに、必要に応じて文化財調査専門員を置き、文化財を専門的に調査し、その活用方法等を検討した上で委員会へ報告。
策定の経緯　策定委員会を９回、文化財調査専門部会調整会議を５回開催。また、主として市民を対象としたシンポジウムを２回開催し、市内６カ所で本構想の市民説明会を開催した。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：構想策定委員にメンバーとして参画。全町内会にアンケートを実施した。
行政内の関連部局との関わり：策定委員会に関係部署の職員を含めた。また、同時期に景観法の景観計画を策定していたため、歴史文化基本構想の担当者は景観保護の部署と兼務していた。

３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等

未指定のものも含めて篠山市の「原風景」を構成する文化財すべてを対象とした。
（２）調査方法と調査主体
調査方法

・市内の文化財の把握のための悉皆調査：指定等文化財は、既往資料・文献調査ならびに現地調査により、篠山市全域を対象として調査。未指定文化財は、幅広く市民に認知されている文化財を把握するため、自治会や市民、篠山市出身者等を対象としてアンケートによる文化財把握調査を実施。

・詳細調査：個別の文化財間の関係、関連文化財群の設定、今後の保存・活用のあり方を検討するため、城下町、街道集落、農村集落について１地区ずつを選定し、詳細調査を実施。景観・まちづくり、建造物・町並み、農村・自然環境、民俗文化、文化財防災の５分野について調査。
調査主体　悉皆調査はヘリテージマネージャーとコンサルタント、詳細調査は策定委員の専門家が実施。
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

歴史文化を活かしたまちづくりに重点が置かれている。関連文化財群は篠山市のまちなみや自然景観全体、保存活用区域は篠山市全域としている。「日本の原風景篠山」を構成する全ての文化財を包括する概念として、「歴史文化まちづくり資産」を設定している。
（２）関連文化財群の概要
　市内に残る城下町や宿場町、農村集落、旧街道沿いに残る街道集落、またそれら街道や集落周辺に広がる丹波篠山産の豊かな農作物を生み出す田畑や山林などの自然景観等を、「日本の原風景 篠山 －中世を起源とし近世に発展した農村都市の姿、篠山城下と関連文化財群－」と位置づけている。
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
歴史文化を活かしたまちづくりの展開を図るための区域とらえた。
②設定の考え方
「歴史文化保存活用区域」は市域全体と設定。「歴史文化まちづくり資産」の一体的な保存・活用を図るための区域として、歴史文化を活かしたまちづくりを推進する組織（集落ごとの自治会、地区ごとのまちづくり協議会）の活動範囲ごとに区域を設定することとし、「集落」―「地区」―「市全域」の３層の区域を設定。
③具体的な歴史文化保存活用区域

「歴史文化保存活用区域」は市域全体と設定。

（４）保存活用計画

「第６章　歴史文化保存活用計画」：「市全域」「地区」「集落」のそれぞれの区域ごとに、「歴史文化まちづくり資産」の保存活用計画を定め、保存活用の考え方、保存活用の進め方を定めている。
５．歴史まちづくり法の活用
現時点では予定していない。
６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 
・「日本の原風景 篠山」を構成する全ての文化財を包括する概念として、「歴史文化まちづくり資産」を設定した。地区のまちづくり協議会、集落の自治会を中心に市民参加で保存活用を進めていくことを想定している。未指定文化財を「歴史文化まちづくり資産」として位置付ける事で、あらゆる文化財に支援する環境が整った。
・「歴史文化まちづくり資産」を活かすためのまちづくり協議会の活動に対して助成する事業（「地域の歴史文化を活かしたまちづくり事業」）を平成23年度から創設した。現在５地区が選定されている。
・文化財を身近に感じ、集落の「資産」として保存・活用に取り組んでいくための基礎資料となるよう、集落単位での文化財ならびに関連情報を整理した集落カルテの作成を行った。専門家の協力のもと、市民を中心とした継続的な調査を実施し、「歴史文化まちづくり資産集落カルテ」の更新と公開を進めることとしている。
 ・市民の専門家をアドバイザーとして育成する制度を検討している。兵庫県のヘリテージマネージャーのような制度を、現在行われている建造物、天然記念物以外にも作りたいと考えている。
・これまでバラバラに実施されていた既存の調査結果を体型化できた。
・悉皆調査で把握された文化財を、景観法の景観重要建造物の候補とした。

（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
・広い意味の担保としては、歴史文化基本構想との整合性を図りつつ景観計画を策定することができた。
・モデル地区の詳細調査において、周辺環境の保護の必要性を客観的に示すことができた。どのように保護していくのかは今後の課題である。
（３）その他生じた効果
・教育委員会の中で歴史文化の重要性についての認識が高まった。
・歴史文化基本構想を軸として他の部署との連携がしやすくなった。
・歴史文化を活かしたまちづくりを推進するための計画として、歴史文化基本構想を策定できた。
７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・歴史文化基本構想の策定の手順や含めるべき項目について参考となるものが無かったため苦労した。
・歴史文化基本構想の策定後の取組みについての財源の裏付けがないため、具体的な事業について踏み込んだ記述がしづらかった。
（２）歴史文化基本構想の実施における課題
  ・歴史文化基本構想の策定後の取組みについての財源の裏付けがないため、どこまで継続的に実施していけるかが課題である。
  ・歴史文化基本構想を策定すれば特定の事業支援が受けられるなどの具体的な事業と結びつかないため、市民が構想実現のための具体的なイメージを持ちづらい。
８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援
・策定指針の策定が必要である。
・歴史文化基本構想で位置付けられた文化財については、指定の有無に関わらず技術的な支援が受けられると有効である。
・市町村内で歴史文化基本構想の策定の必要性について説明しやすくなるためには、歴史文化基本構想が制度として位置づけられることが必要である。
（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・国において、歴史文化基本構想に定める施策の推進に利用できるような支援事業を実施することが必要である。対象を指定文化財に限らない支援を少額でも良いので継続的に実施して欲しい。
・文化財の修理費などのハードに対する支援も重要だが、文化財の保存活用のための活動などのソフトに対する支援事業の充実・継続が望ましい。特に緊急性があるのは、集落における祭りの維持であり、そのような活動に活用できる支援が必要である。
１５．津和野町
１．津和野町の概要

・人口　　　　：8,276人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　： 国指定等6、県指定18、町指定23、国登録52（平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　住民や専門家などの協力と参加のもとに、地域の文化的な宝を総合的な調査により把握するとともに、関連文化財群や歴史文化保存活用区域といった新たな視点を取り入れながら、津和野町の文化財の保存・活用を方向づける基本構想を策定する。
位置づけ　文化財保護行政の最上位の計画。計画期間は平成２３年度～平成３２年度とする。

（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　学識経験者、行政、町民代表からなる策定委員会（構想の策定を担当）と歴史研究団体、観光関係団体、地域づくり団体、建築士、議会関係者、町の関係部局からなる運営委員会（構想の素案づくり及び文化財調査等を担当）を設置。
策定の経緯　策定委員会は６回、運営委員会は８回開催。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：地元説明会、住民意識調査、ワークショップ、シンポジウムを実施。調査に地元調査員が参加。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：関連する課や県の担当者を策定委員に含めた。
３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等
　企画調査会の報告書を踏まえ、指定・未指定を問わず、また、文化財保護法上の文化財類型以外を含め、すべての文化的所産を対象とする。

（２）調査方法と調査主体
調査方法（７つの手法）
・基礎情報のデータ化＜庁担当者＞（全類型）　・文化財に関するアンケート調査（全類型）

・所在確認と調査カード作成＜地元調査員＞（全類型）　

・全公民館でのワークショップと補足聞き取り（全類型）

・確認調査・実測調査＜庁担当者＞（史跡、記念物、埋蔵、文化的景観）
＜専門家＞（建造物、伝建地区、記念物、民俗関係）

・悉皆調査・測量調査＜専門家、業者＞（社寺、登録有形など）

調査主体　運営委員会（歴史研究団体、観光関係団体、地域づくり団体、建築士、議会関係者、関係部局）
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴
具体的な実施を視野に入れ、先導的プロジェクトを設定している。

（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
有形・無形、指定・未指定を問わず、地域に存在する様々な文化財を、歴史的、地域的関連性等に基づいて、一定のまとまりとして設定する。
②設定の考え方
・コンセプトとその背景に基づいていること

・対象となる文化財が相互に歴史的な関連性を有し、その内容および価値が明らかなものであること

・指定文化財または今後指定されるべき文化財を含み、かつ、関連する文化財を有すること

・共通する保存・活用のテーマ等が見いだせること

③関連文化財群の構成
「藩校養老館と多彩な人材輩出」「中世・近世の山城群」「城下町の史跡と文化（さらに５つのテーマに細分化）」「天領と鉱山と産業文化遺産」「堀氏の鉱山経営と地域文化」「街道・舟運の文化と遺産」「建造物が語る歴史と文化」「山間に息づく農村文化」「森林文化と信仰」「連綿と続く津和野の歴史と文化」
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
関連文化財や個々の文化財を核とし、それらと一体となって価値をなす周辺の環境を含めて、文化的な空間を創出するための計画区域。

②設定の考え方
・コンセプトに基づいていること（一貫性）

・文化財が相対的に集積していること（存在性）

・対象区域が津和野の歴史を語る上で地域特有の歴史文化を有し、指定文化財や関連文化財群と密接に関連して、一体として保護の対象となるべき文化財が多数存在すること（関連性）

・周辺環境を含め文化財を核とした文化的な環境づくりが可能であること（発展性）

③具体的な歴史文化保存活用区域

「津和野城・城下町遺跡とその街並み」「旧堀氏庭園と関連遺産」「天領の繁栄と歴史を伝える鉱山遺跡」
「吉見氏の入部と津和野の思想の発祥の地」「青野山周辺の農村景観」「青野山周辺の石見瓦の集落景観」

「青野山一体の自然と農と暮らしと文化」「森と清流と平家伝説の文化圏」「天領と川が育んだ街並み景観」
「県下一の大木を中心とした農村景観」「街道と舟運が交わる交易・交流遺産」「高津川の恵みと文化的景観」
（４）保存活用計画

　　「第２部 津和野町歴史文化保存活用計画」：

（関連文化財群について）文化財保護制度、景観法、歴史まちづくり法、その他のいずれの制度で対応することを想定しているか整理。個別的な取組み内容、関連文化財群としてのつながりづくりの取組み内容を記載。

（歴史文化保存活用区域について）文化財保護制度、景観法、歴史まちづくり法、都市計画、その他のいずれの制度で対応することを想定しているか整理。区域ごとの取組み内容を記載。

また、上記の施策の中からいくつかを組み合わせることにより、優先的に実施すべき先導的プロジェクトを設定し、具体化のプログラムとして、実施主体と具体化の目安となる期間を設定している。

５．歴史まちづくり法の活用
平成２２年度後半から計画策定に着手しており、現在内部検討委員会を開催中。歴史文化基本構想の対象地域におけるハード整備の具体化を目指す。

６．モデル事業の効果の検証
（１）未指定文化財の保護に関する効果
・総合的な調査により、指定候補のリスト化がなされた。このことにより、国指定において、重要文化財の指定（鷲原八幡宮）、登録文化財の登録（３９棟）につながった。町指定においても、地域や文化財類型等のバランスを考えて指定を進められるようになった。

・地域で守るための制度（文化財調査委員を指名して、町内の文化財の状況をパトロールしてもらう）の創設につながった（平成２４年度から開始を予定）。

・文化財の総合的把握物件については、景観条例における保存対象物の候補になるなど、計画策定結果が有効に利用されている。

（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
・平成２３年度より、歴史まちづくり法における歴史的風致維持向上計画の策定に取り組むことにつながった。歴史まちづくり法による計画により棚田等を整備する予定である。

・調査により、一定の区域を文化財として指定することの検討につながった。

・ワークショップにより、住民の景観に対する意識が向上した。

（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
・歴史文化基本構想の策定にあたり設置された「運営委員会」のメンバーが「活性化協議会」を組織し、歴史文化基本構想に掲げる取組みの具体的な活動を実施することにつながった。

（４）その他生じた効果
・他の部署に文化財保護部局の意識や文化財の保存のための考え方を理解してもらう良い機会となった。

・公民館や学校における歴史学習への活用につながった（４０数回町内の学校で出前授業を行っている）。

・他の部署で実施する地域活性化のための事業の実施に、歴史文化基本構想の内容が活用されている

・大学など研究機関との連携強化（ゼミの受け入れ、卒論などの研究素材の提供）が図られた。
・「文化遺産を活用した観光振興・地域活性化事業」の活用につながった。
・公共事業や民間による各種開発において、「文化財一覧」をベースとして検討がなされるようになった。
７．課題
（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・市町村が企画調査会の報告書の趣旨について理解することがまず重要である。

・歴史文化基本構想を策定するための市町村における体制づくりが重要である。

・文化財調査において、調査カードを作成し、調査対象を均一化したことが有効であった。また、各地区における文化財調査員に対し、文化財についての学習会を開催したことも有効であった。

（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・歴史文化基本構想の実施体制の確立が重要である。行政側の役割と民間側の役割を整理・明確化し、両者の相互理解を図ることが重要である。

・国及び県との連携や、町内の各関連部署との連携が重要である。


８．今後国として必要な支援
（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援
・平成１９年の企画調査会報告書の十分な説明が必要である。

・歴史文化基本構想の策定の目的、手法を明確にするため、策定基準を明確化することが必要である。

・歴史文化基本構想を策定した場合のメリット、しない場合のデメリットについての説明が必要である（策定されたら、補助率が上がる、指定が増えるなどの仕組みをつくることが必要である）。

（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援
・自治体の担当者が幅広い文化財についての知識を持つことが必要であり、そのような文化財保護担当者の育成が重要である。

・自治体内の文化財を幅広く把握し、住民との協力関係を築きながら、保存活用していくというプロセスが、各自治体においてある程度統一的に実施されていくことが必要である。

・歴史文化基本構想の実施に向けた積極的な財政的措置が必要である（保存整備の事業等について補助率を増大するなど）。

・歴史文化基本構想の策定後の自治体の取組み状況をフォローアップすることが必要である（３年後、５年後、１０年後くらいの時期が適当か）。
・関連文化財群や歴史文化保存活用区域のように、複数の類型の文化財を総合的に評価する新たな文化財指定の仕組みを、国において検討することが必要である（例えば、建物と坪庭、煎茶、和菓子を一体として評価するなど）。


１６．尾道市
１．尾道市の概要
・人口　　　　：144,357人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　：国指定等60、県指定74、市指定211、国登録28（平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　地域の文化財をその周辺環境も含め、総合的に保存・活用していく。
位置づけ　尾道市の文化財に関わる最上位の基本構想として位置づけている。尾道市総合計画」を文化財行政の面から支えるものである。計画期間として、平成２３年度からおよそ１０ヵ年を想定している。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　策定委員会（主に行政関係者、NPO 代表者等で構成）、歴史文化基本構想等調査委員会（専門家で構成）を設置。事務局で原案を作成し、調査委員会で意見を聞き、策定委員会でオーソライズするという方法をとった。
策定の経緯　６回の策定委員会及び７回の調査委員会を開催
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：文化財調査に各地域の文化財関連団体が参加。住民が参加する様々なシンポジウムを実施。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：策定委員会に関連部署の職員を含めた。
３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等
　文化財保護法に定める６類型にとどまらず、歴史上または芸術上など価値が高い、あるいは人々の生活の理解のために必要なすべての文化的所産を指すものとして、「歴史文化資源」という名称を用いている。

（２）調査方法と調査主体
調査方法　これまで調査が進んでいなかったもの（有形文化財：小民家、民俗文化財：民具、生産器具、年中行事、記念物：城郭、道路遺構、その他の歴史文化資源：地割り、歴史的景観、名産品、食生活）、一部の地域では実施されていたが、地域によっては調査のなされていなかったもの（石造物、美術工芸品、文献資料、民俗芸能）について調査を実施した。①調査委員会の専門家による詳細調査と、②地域住民による悉皆調査の、２つの観点から実施。
調査主体　 詳細調査：調査委員会の専門家、文化財保護委員会委員
悉皆調査：各地域の文化財関連団体、専門家等

４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

　大テーマと小テーマに分けて関連文化財群を定めている。

（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
  文化財をその周辺環境も含め、総合的に保存・活用していく 。
②設定の考え方
（大テーマの関連文化財群）
・全体テーマ「時のミュージアム・尾道」に基づいていること

・関連文化財群を構成する対象物の詳細が把握されていること

・長く保存・伝承されてきていること

・関連する歴史性・文化性を掘り下げ、そこにある背景などが明らかになっていること

・文化財相互に、歴史的・地域的な関連性などがあり、つながりを持って保存・活用するテーマ等を見いだせること

（文化財類型に該当するものを中心とした歴史文化資源で、指定文化財を含むこととする。）
（小テーマの関連文化財群）
　・関連文化財群を補完し、支えることにつながるテーマ

　・関連文化財群の特色となる要素（文化財）を含んでいること

　・「小関連文化財群」を構成する要素（文化財）が複数あること

③関連文化財群の構成
「港町の多彩な文化と景観」「水軍や海運の海道文化と遺産」「港町や農山漁村の集落と民俗芸能」

「街道と宿場町 交易・交流の遺産」「地域に息づく近代化遺産」「尾道の生活文化」
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
関連文化財群や単体の文化財と一体となって価値をなす周辺の環境を文化的な空間として創出するための計画区域。

②設定の考え方
・全体テーマに基づいていること

・関連文化財群の価値が広がる範囲で、文化財が相対的に集積している区域及びその周辺

・上記区域において、文化財の保存・活用のテーマ等が見いだせる場合

・市街地・集落地を含んでいる区域または近接している区域（住民等による日常的な保存管理等に対応）

歴史まちづくり法の重点地域として整備を行う地域については、区域を明示した。

③具体的な歴史文化保存活用区域

「尾道・古寺と港町の歴史文化保存活用区域」「瀬戸田・海と島の暮らしの歴史文化保存活用区域」「向島・海と暮らしの歴史文化保存活用区域」「浦崎百島・半島と島の歴史文化保存活用区域」「因島・水軍と海事の歴史文化保存活用区域」「御調・街道と山間の暮らしの歴史文化保存活用区域」
（４）保存活用計画
「歴史文化保存活用計画」を別に定めている。

「第１章 　保存活用計画の基本方針」：文化財の調査・修理・防災・継承の仕組み・活用・関連文化財群の保存・活用について、基本方針を提示
「第２章　関連文化財群の保存」：関連文化財群毎に、個別的な保存・活用の方針、群づくりの方針を定め、それぞれについての具体的な取組み内容をまとめ

「第３章　文化財の保存・活用を推進する事業」：第２章を踏まえ、既存事業も含め、事業単位で取組みをまとめ、継続・拡充して実施するもの、市に事業など実施について検討するものに区分

「第４章　（仮称）尾道市歴史文化資源市民登録制度の創設と運用」：「尾道市歴史文化資源市民登録制度」を創設することと制度の大まかな枠組み及び運用の方針について記載

「第５章　保存活用計画の事業推進体制」：「（仮称）尾道市歴史文化資源市民登録制度」の推進組織としての「（仮称）尾道市歴史文化資源保存活用推進協議会」の創設等を記載

「第６章　保存活用計画に関わる事業の展開と進行管理」：計画期間を１０年と設定し、短期・中期・長期をイメージした事業展開をモデルとして設定、進行管理の必要性について記載
５．歴史まちづくり法の活用
歴史まちづくり法による計画認定を目指して協議中。
６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 
・これまで十分な調査がなされていない分野、新市域で十分な調査がなされてなかった地域について、調査を行ったことは大きな効果があった。
・市民自らが歴史文化資源を再発見・再認識し、それらを大切に生かし次代に伝えるため、市民の視点で必要と思われる文化財をリストアップする「（仮称）尾道市歴史文化資源市民登録制度」の創設を検討して制度を検討している。
・調査で得られたデータの他に、過去の文化財調査のデータも入力し、市内全域のデータベースを構築中である  。

・合併前の各市町村によって、市町村指定文化財のレベルがまちまちであったが、モデル事業の実施により考え方の統一を図ることができた。

（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
・周辺環境の保護に活用できる、様々なハード、ソフト事業を整理した。

・歴史まちづくり法の取組みを合わせて展開しようとしている。

（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
・歴史文化基本構想の策定を通じて、市民に自分の市の文化財についてPRできた意味は大きかった。

（４）その他生じた効果
・文化財を中心とした計画はこれまで無かったため、文化財の基本計画を策定できた意味は大きかった。

・市町村合併後に、文化財保護の取組みを網羅的にまとめることのできた意味は大きかった。

・モデル事業を契機として、専門家との新しいつながりができた。

７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・策定の具体的な手順がわかりにくかった。

・対象とする文化財の範囲を整理しないままに調査を開始してしまった。調査開始前に整理をしておくべきであった。

・市域の範囲が広いため、それぞれの地域の状況や意識の差などの把握が難しかった。このため、調査に関する説明会を各地域で行ったほか、シンポジウムやリレー講演会等を複数回実施した。

・モデル事業をいかに市民へＰＲしていくかが課題であった。
（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・「（仮称）尾道市歴史文化資源市民登録制度」の委員会の立ち上げが目下の課題である。また、歴史まちづくり法による計画認定にも取り組んでおり、歴史まちづくり法と歴史文化基本構想を連携させることが課題である。

・市民に歴史文化基本構想について知ってもらうことが必要である。各種の市民団体との連携を深め、団体を通して趣旨をＰＲしていくことが必要である。

・歴史文化保存活用区域に入っていない地域の方向性や、歴史まちづくり法の重点区域になっていない地域の整備をどのように考えて行くのかが課題である。


８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援

・文化財の調査費の支援が必要である。

・具体的な効果はなくても、法律に歴史文化基本構想が位置づけられていることは、庁内の他の部署や住民に対して、構想策定の必要性を説明する上で一定の効果があると考えられる。
（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・緊急の課題は、民俗芸能等の担い手育成であり、これらに活用できるソフト事業の充実が求められる。

・歴史文化基本構想を策定した自治体に、一定のメリットが生じるような支援が必要である。


１７．太宰府市
１．太宰府市の概要
・人口　　　　：70,723人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　：国指定等51、県指定37、市指定17（平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策的目的　市民との協働のもと、文化遺産を総合的に把握することで、市民全体で文化遺産を保存活用していく持続的な取組みを推進することを目的とする（推進計画）。

太宰府市では、平成１７年に「太宰府市文化財保存活用計画」を策定し、文化的所産を幅広く捉えた「文化遺産」という概念、市民が主体的に文化遺産を育成する取組みとして「太宰府市民遺産」を提唱していた。しかし、当該計画策定から５年以上を過ぎても計画推進の牽引役である太宰府市民遺産会議の設立に至らず、太宰府市民遺産の認定が進まないなど、文化遺産から始まるまちづくりの具体的には未だ多くの課題が残されていた。このため、本モデル事業においては、太宰府市文化財保存活用計画を基本とし、これまでの文化財保護の実績と文化遺産調査の成果を踏まえつつ、「市民遺産」の制度の立ち上げなど、具体的な取組みを定めた「太宰府市市民遺産活用推進計画」策定した。

位置づけ（推進計画）　基本計画である「太宰府市文化財保存活用計画」と実施計画である「太宰府市市民遺産活用推進計画」の２つの計画をもって、歴史文化基本構想と位置づけている。これらの２つの計画（歴史文化基本構想）を根拠として、歴史的なまちを表現するための事業を展開するための計画として歴史まちづくり法による「歴史的風致維持向上計画」を位置づけ、歴史的なまちを体現するための景観を保護育成していくための計画として景観法による「景観まちづくり計画」を位置づけている。太宰府市文化財保存活用計画とともに、５年を目途に見直しを行うこととしている。

（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯
策定の体制　「太宰府市文化財保存活用計画」及び「太宰府市市民遺産活用推進計画」ともに、有識者、市民、関係機関、太宰府市による策定員会を組織。
策定の経緯　「太宰府市市民遺産活用推進計画」（モデル事業で策定）の策定について全６回の策定委員会と全４回の文化財部局実務者検討会を開催。紙面上の計画策定ではなく、実際に太宰府市民遺産会議の仕組みをスタートさせ、そこから見えてくる課題や解決策を同時に検討しつつ進めた。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：調査に５０名程度の市民ボランティアが参加。市民遺産の登録、保存活用の主体は市民である。各種住民説明会を実施。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：教育部文化財課が主務を担当し、建設経済部都市整備課と連携し共に議論する体制をとった。
３．総合的把握調査の方法

（１）調査対象となる文化財等

　太宰府市文化財保存活用計画で提唱した文化遺産という概念を、市民や地域又は市が、将来の世代に伝えていきたいモノ・コトと定義している（※「太宰府市の景観と市民遺産を守り育てる条例」により定義しているが、当該定義は暫定的なもので、今後、文化財部局で文化遺産条例を策定し、改めて「文化遺産」を定義したいと考えている）。
（２）調査方法と調査主体

調査方法

・「市民が将来に守り伝えたいモノ・コト」の拾い上げ：市民目線から「市民が将来に守り伝えたいモノ・コト」を拾い上げる調査。
・専門的な視点からの拾い上げ：既存の調査結果の再整理とこれまで未調査だった無形要素についての調査。

調査主体

・前者：文化遺産調査ボランティアにより実施。

・後者：市史資料室、（財）太宰府市文化スポーツ振興財団、事務局（教育部文化財課）で実施。

４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

太宰府市文化財保存活用計画及び太宰府市市民遺産活用推進計画の２つの計画をもって、歴史文化基本構想と位置づけている。実務を進めながら計画を策定したことにより、市民・行政相互が議論しながらより実質的な計画策定を行うことが可能となっている。

（２）関連文化財群の概要
①設定の目的・設定の考え方
　市民遺産は、市民や地域又は市が、将来の世代に伝えていきたい太宰府固有の物語、その物語の基盤となる文化遺産及び文化遺産を保存活用する活動を総合したものであり、当該市民遺産を構成する複数の文化遺産が関連文化財群に相当するものととらえられている。
②関連文化財群の構成

現在登録されている市民遺産は以下のとおり（平成２３年１１月現在）。今後、市民からの提案により登録が追加されていく。

「太宰府の木うそ」（提案団体：太宰府木うそ保存会）

「八朔（はっさく）の千燈明（せんとうみょう）」（提案団体：五條風の会）

「かつてあった道「四王寺山の太宰府町道」」（提案団体：四王寺山勉強会）

「芸術家　冨永朝堂（とみながちょうどう）」（提案団体：歩かんね太宰府）

「万葉つくし花壇」（提案団体：太宰府万葉会）

「太宰府における時の記念日の行事」（提案団体：辰山会）

（３）歴史文化保存活用区域の概要

①設定の目的
　   文化財の保存活用を図ること、市民遺産の保存活用を図ること。

②設定の考え方
（文化財として保存活用する範囲）：「太宰府市文化財保存活用計画」において、太宰府として重点的に保存活用に取り組むべき文化財保護事業を取り上げ、その方針並びに具体的な方策を示している。

（太宰府市民遺産として育成する範囲）：
　・提案される「太宰府固有の物語」に示される文化財・文化遺産の価値を損なわない範囲

　・市民遺産の価値ならびに育成される活力を損なわない範囲（この場合の「範囲」とは、単に空間のみならず、活力、意識など多くのとらえ方を含んでいる）

③具体的な歴史文化保存活用区域

（文化財として保存活用する範囲）
　「大宰府関連史跡に関する保存活用方針」「水城跡に関する環境整備方針」

「太宰府天満宮門前の町並みと民家の保存整備に向けた調査」
（太宰府市民遺産として育成する範囲）
　　上記②と同様
（４）保存活用計画

「太宰府市文化財保存活用計画」：今回のモデル事業により策定された太宰府市市民遺産活用推進計画では、文化遺産をそのものとして見守る、文化遺産を文化財として保護する、文化遺産を太宰府市民遺産として育成する、という３つの段階について、方針と具体的な取組みを定め、さらに、これらについて１０か年の推進プログラムを定めている。
５．歴史まちづくり法の活用

平成２２年１１月２２日に認定。「太宰府市文化財保存活用計画」と「太宰府市市民遺産活用推進計画」（歴史文化基本構想）を根拠として、歴史的なまちを表現するための事業を展開するための計画として歴史まちづくり法による「歴史的風致維持向上計画」を位置づけている。

　

６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 

・「太宰府市民遺産」制度を創設した。このことは、未指定文化財の保護・育成のための道を開いたという大きな意義があると言える。また、これまでは、行政への要望に終始していたが、市民遺産という制度ができたことにより、市民の参画の意識を促す仕組みができた。

・調査結果はデータベースとして公開し、市民遺産以外の文化遺産も、気になった人が「見守る」よう進めている。

・「太宰府市民遺産」制度の創設により、市民遺産の育成活動が広く知られるようになり、育成活動の活発化や活動範囲の広がり、参加者の増加等の効果が出ている。

（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
・平成２２年１１月に歴史まちづくり法の認定を受け、取組みを進めている。

（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
・市民による調査の実施により文化遺産保護への意識が芽生えた（調査の継続の要望、調べた以上は見守りたいという要望、４件の提案）

７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・市民である文化財調査ボランティアが「市民が未来の市民に伝えて行きたいモノ」をあげる形で文化財調査を実施したが、文化遺産とは価値の高いもの、古いものでなければならないという先入観が邪魔をし、当初、何を調査すればよいのか分からないと訴える調査者が多かった。ただし、調査を進めていくうちに調査の趣旨への理解が進み、自分達が発見した文化遺産を引き続き自ら守っていきたいという意識の変化も見られた。

・市民による調査を進めていくためには、市民と一緒に調査を進める諸団体（NPO法人、市民団体、コンサルタント）の存在や、行政及び市民の両方の立場や考え方を理解できる「翻訳者」のような存在が必要である。

・文化遺産は行政が守るものだという依存体質から抜け出すよう、いかに市民の意識を変えるかが課題となった。

（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・若年層の文化財保護への参加をいかに引き出すかが課題である。

・太宰府市民遺産という名称については周知が進んでいるが、その理念や制度自体の理解が不足しているため提案件数が伸びない。理解者を増やしていくことが課題である。そのためには、個々の市民と直接対話し、各人に応じた方法で理解を求めていくことが必要である。

・行政実務を越えて幅広い対応をしていくことが必要となる。


８．今後国として必要な支援
（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援

（行政に対するインセンティブの付与）

・策定により、（２）に上げられたような支援が優先的に受けられるようになることが必要である。

・歴史文化基本構想の文化財保護制度における位置づけがあいまいであるため、自治体が自発的に策定しづらい状況にある。このため、文化財保護のマスタープランであるという位置づけを行い、文化財保護行政にとって必要なものであるということを国として主張していくべきである。また、文化芸術の振興に関する基本的な方針（第３次基本方針）に位置づけられていることも周知するべきである。

（市民に対するインセンティブの付与）

・歴史文化基本構想のような文化財保護のマスタープランを進めている自治体では、地域が元気になっているという効果が広く認知されることが必要である。

（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・（１）にも通じることであるが、行政及び市民の両方の立場や考え方を理解し、市民と共に調査等の取組みを進めて行くことのできる組織（NPO法人、市民団体、コンサルタント）を育成するための継続的な支援（人的支援、金銭的支援）が必要である。

・計画実施の体制づくりのための継続的な金銭的支援が必要である。「文化遺産を活かした観光振興・地域活性化事業」のようなメニューが常に用意されていることが必要。

・幅広い文化遺産のマネジメントが文化財保護行政の重要な仕事であることを国として位置づけ、地方自治体の意識を変えることが必要である。その結果、自治体において文化遺産のマネジメントが可能となる体制が整えられるようにすることが重要である。

・市の文化財保護専門職員のみでは幅広い文化遺産に対応する専門性が十分でないため、多様な文化遺産に対する研修会の開催、専門家（アドバイザー）派遣等の支援が必要である。また、市民が実践的な指導が容易に受けられる支援も必要である。

・把握された文化遺産に関する資料の劣化に対応するための保存処理、保護の対象物を広げることによる収蔵・調査施設の確保のための支援が必要である。

・歴史文化基本構想の活動に関わるボランティアへの支援が必要である。具体的には、成果報告のための展示公開への支援、ボランティアの意識向上のための研修の実施、ボランティアの活動の場の確保のための支援が必要である。また、歴史文化基本構想を実施する自治体の取組みを国として広報することにより、ボランティアにとっても自分達の活動の位置づけが明確になり、モチベーションの向上につながる。

・市内で活動する団体や賛同者としての市民を結び、情報共有、個々の活動支援、悩みを共有してできることを持ち寄る場としてのコーディネーターの養成（研修）と活動への支援（金銭的支援）が必要である。

・関連する制度（歴史まちづくり法）による支援が受けやすくなることが重要である。
１８．日南市・南郷町・北郷町
１．日南市の概要

・人口　　　　：57,138人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　： 国指定等6、県指定16、市指定46、国登録31（平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　急速に失われつつある地域固有の歴史や文化・伝統を示すものを再発見し再評価することで、各地域の市民が自分の住む土地に誇りを持つことが第一の目的。地域の歴史や文化、伝統に誇りを持った市民が、地域の個性を生かした、魅力あるまちづくりに取り組むための理論的支柱として活用されることが第二の目的。平成２１年３月に１市２町で合併することが決まっており、新市域の文化財を把握するとともに、文化財行政を見直す必要があった。
位置づけ　市の総合計画の中に、歴史文化基本構想を位置づけている。当該総合計画と合わせて歴史文化基本構想を見直すこととする。なお、総合計画の下の実施計画は毎年見直す。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　学識経験者・市民・県及び市の行政担当者からなる策定委員会、市民・県及び市の行政担当者からなるワーキンググループを設置。
策定の経緯　策定委員会及びワーキンググループを年４回（最終年は３回）実施。年１回は合同会議とする。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：４地区でのワークショップ、シンポジウムを実施。文化財調査に地域づくり団体、地区住民が参加。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：策定委員会やワーキンググループに関連部局の職員を含めている。ワークショップを関連部局と一緒に実施している。
３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等

従来の文化財概念で分類されるものに加え、これまで文化財として意識されてこなかった、50年以上前から存在する真正性のあるものについて、地域住民等による見守りがあることを原則として、必要な手続きを経て選定されたものを「文化遺産」とする。従来の文化財の概念に加え、自然環境、伝承や風習、ことば、食文化等も文化遺産の概念に含める。
（２）調査方法と調査主体
調査方法

・寺社建築調査、長持寺跡墓地測量、石造物調査、中世城郭群調査、宮城県文書センター所蔵文書調査

・４地区でのワークショップ、まち歩き型の聞き取り調査（景観計画策定ワークショップも平行して実施しその成果も事業に反映）

・既往資料の整理

（これまで本格的な市史編纂事業が行われておらず、体系的・悉皆的な調査が行われていなかった）
調査主体　委託を受けた会社、コンサルタント、地域づくり団体、地区住民、行政
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

これまでの調査、文化財指定状況等の課題や、文化遺産の保護について現在各地区が抱える課題が整理されている。最後に歴史文化基本構想の今後の活用方法について言及している。
（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
関連する複数の文化財を総合的にとらえることで新たな価値を見出す（企画調査会報告を引用）。
②設定の考え方
「「山の道と海の道」海幸・山幸物語～つながり伝える文化財まちづくり～」という大テーマのもと、以下の条件に基づき、地理的分類と旧市町村の範囲をもとに、８つの関連文化財群を設定した。

＜条件＞

・ストーリー性があること　　・歴史的に共通項があること

・地域の歴史や文化、伝統をよく表していること　　・地区住民が誇りに思うこと

③関連文化財群の構成

「飫肥城とその城下」「飫肥杉林に囲まれた坂元棚田」「港町油津と堀川運河」「鵜戸山進行と日南神話」

「榎原神社と門前町」「外浦・目井津・大堂津と町並み」「飫肥街道と山仮屋関所」

「伊東と島津の中世城郭群」
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
文化遺産と周辺環境が一体となった歴史的風致を維持すること。

②設定の考え方
以下の２つの区域に分ける。

・保存活用重点区域：文化遺産が集中し価値の広がる範囲。行政施策などを集中的に誘導する地域。区域の価値や環境を確保するための利用制限区域。

・周辺環境保全区域：「保存活用重点区域」の周囲で、関連文化財群を構成する文化遺産は存在しないが、良好な景観や風致の維持において重要な意味を持つ範囲等。

③具体的な保存活用区域

「飫肥城下町保存活用区域」「飫肥杉林と坂元棚田保存活用区域」「港町油津と堀川運河保存活用区域」
「鵜戸山進行と日南神話保存活用区域」「榎原神社と門前町周辺保存活用区域」

「飫肥・山仮屋間の飫肥街道に接する保存活用区域」「外浦・目井津・大堂津と町並み保存活用区域」
関連文化財群にほぼ対応して設定。明確に区域を明示している。

（４）保存活用計画

「第６章　文化遺産の保存活用（管理）と体制」：文化遺産全体の保存活用について示している。

「第７章　文化遺産のデータベース」：文化財データベースの構築の必要性と具体的な内容について記載している。
「第８章　関連文化財群の設定と保存管理」：各関連文化財群について、保存管理（活用）の方向性と、行政が行うべき施策、地域住民が主体となって行うべき活動について、項目を挙げている。

５．歴史まちづくり法の活用
現在、歴史的風致維持向上計画の認定のための協議中である。

６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 
　・未指定のものも含めて文化遺産を一覧にすることにより、地域に存在する文化遺産を市民に示すことができた。

　・文化財データベースの構築を検討している。

（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
　歴史文化保存活用区域を設定し、関連文化財群との関係でその価値を説明できるようになったことで、庁内での説明がしやすくなった。策定中であった飫肥地区と坂元棚田の景観計画においても、歴史文化基本構想の歴史文化保存活用区域の考え方を反映することができた。

（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
　歴史文化基本構想の概要を区長に説明するなど、地域の文化遺産についての周知に役立っている。ワークショップに参加した住民から、地域のマップづくりなどの自主的な動きが出てきている。

（４）その他生じた効果
　　旧日南市で採択していた「文化遺産保存都市宣言」を、合併後の新市として採択することにつながった。 
７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・モデル事業開始当初、歴史文化基本構想の全体テーマを定めるよう文化庁から指導があったが、旧市町村ごとに、歴史文化の特徴が異なり、設定に苦労した。

・歴史文化基本構想の策定によりどのようなメリットがあるのかを庁内に説明するのが難しかった。

・文化財保護の担当者が３名のみであり、策定のために十分な体制ではなかった。

（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・歴史文化基本構想を実現するための人員の充実や組織体制の整備などが課題である。

・歴史文化基本構想を実現するための予算の確保が課題である。


８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援

・市長部局の積極的な関与を促すことができるよう、関連部局に説明できるような歴史文化基本構想の策定のメリットの提示が必要である。

（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援
・歴史文化基本構想を実現するために活用できるような継続的な事業費の支援が必要である。「文化遺産を活かした観光振興・地域活性化事業」のような支援を継続的に実施することが重要である。



１９．宇検村・伊仙町・奄美市
１．宇検村・伊仙町・奄美市の概要

・人口　　　　：【宇検村】 1,902人、【伊仙町】 6,722人、【奄美市】45,041人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　：【宇検村】国10、県15、村10、【伊仙町】国7、県2、町33

【奄美市】国14、県8、市38、国登録2（平成23年5月1日現在）
２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　宇検村・伊仙町・奄美市が共同して取組み、奄美群島全体を視野に入れ、奄美群島固有の文化財の価値や位置づけを踏まえた基本構想について検討した。モデル事業終了後に群島全体の市町村を巻き込んで、奄美群島全体の歴史文化基本構想の策定を本格的にスタートさせることを目的とする。合併後の奄美群島全体の文化財調査を実施したいというのが、当初の目的であり、応募まで調整時間が無く、3市町村のみの連携になってしまったが、他の市町村の協力を得て、奄美群島全体を調査した。
位置づけ
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　学識経験者、有識者、関連行政機関等からなる「宇検村・伊仙町・奄美市歴史文化基本構想等策定専門委員会」と、市町村ごとに地元有識者・市町村担当課で構成する「歴史文化基本構想等策定地元委員会」の２段階の委員会を設置、相互に連携しつつ策定した。
策定の経緯　第６回の専門委員会を開催。毎年１回ずつ地元委員会を実施しており、当該地元委員会も、複数の市町村間で、または専門委員会と合同開催するなど相互の連携を図っている。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：地元委員会を毎年開催。住民説明会の実施。策定委員会へ住民が参画。
行政内の関連部局との関わり：地元委員会には、建設、観光、地域行政など他の関連分野の行政主体も構成員として参画。
３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等
方言や食文化など、既存の「文化財」には含まれないものも含め、奄美群島における「市町村遺産（文化財）」として表現し、以下の基準に照らして抽出した。

・市民にとって「大切なもの」「親しまれてきたもの」「敬われてきたもの」「将来に引き継いでいきたいもの」「守り伝え残したいもの」

・一定の時間に渡って「受け継がれてきたもの」（例えば「２世紀以上受け継がれてきたもの」「５０年以上経過するもの」等）

（２）調査方法と調査主体

調査方法：
・奄美群島内に存在する市町村遺産となりうる要素を、幅広く抽出。要素群のリスト化と個別情報の個票への整理作業を実施。

・特定の集落や市町村のエリアを限定して、住民ヒアリングや現地調査により網羅的に抽出する「集落・市町村悉皆調査」と、各種の分類・要素ごとに奄美諸島全体について資料調査を中心に抽出する「分類・要素別調査」の２種類の調査方法を平行して実施。

・収集された情報については、将来的に群島全体の市町村遺産の総合データベースのひな形となるよう、フォーマットを統一。
調査主体　教育委員会、住民
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

悉皆調査により把握された文化遺産を「市町村遺産」として位置づけ、奄美群島の特徴を表すストーリーのもと関連づけられるものを抽出して、関連文化財群（「奄美遺産」）として設定、普及啓発、総合的な保存活用を図ることを目的としている。今後も奄美遺産を追加していくことを目指し、今回そのモデルとなるものを定めている。
（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
奄美特有の歴史を明らかにする、奄美文化の固有性と多様性を明らかにする、集落（シマ）を原単位として大切にされている奄美群島民の世界観を明らかにする。

②設定の考え方
　奄美の固有性・普遍性等を特徴づける上で重要と考えられる「重点テーマ」として、「歴史遺産」「生活遺産」「集落遺産」を設定。重点テーマ毎に具体的なストーリーを設定し、各ストーリーを構成する上で重要な遺産を、奄美の歴史文化を象徴する「奄美遺産」（関連文化財群）として抽出。
③関連文化財群の構成
（歴史遺産７件）「先史時代の文化交流を示す遺産」「生産と流通交易と社会構造の変化を示す中世遺産」「琉球文化の影響を今に伝える遺産」など
（生活遺産７件）「シマンチュの精神を伝える「ケンムン」伝承」
「豊かな自然の恵みに育まれた島の生業」「多様な言語の存在を今の残す島口」　など
（集落遺産３件）※各市町村から１つずつ選定

「大和文化の受け入れ口となった『赤木名集落』」
「航路の拠点、南北の文化が融合した島『宇検集落』」
「先史時代からの歴史が育まれた『面縄集落』」
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
一定の考え方のもとに文化財の保護や周辺環境の整備を行う。

②設定の考え方
具体的な保護や整備を検討している区域または一定の考え方のもとに保護や整備が必要な区域、調査による情報の集積が十分な地域に設定をした。このため、集落遺産に限定して設定を行った。
③具体的な歴史文化保存活用区域

集落遺産である「赤木名集落」、「宇検集落」、「面縄集落」。

集落に限定したことで、範囲も定めやすかったが、今後、歴史遺産・生活遺産についても設定を検討する。

（４）保存活用計画
「第４章　奄美遺産（関連文化財群）の保存活用計画」として、関連文化財群について定めている。
「歴史遺産」「生活遺産」については、重要な資産が３市町村以外にも広く分布していることから、保存活用計画の策定には群島全体の市町村を含めた議論が必要となるため、一部の遺産についての事業内容の検討と大まかなスケジュールの提示に留めている。「集落遺産」については、３市町村内にそれぞれ特定の「保存活用区域」を設定した上で「保存活用計画」を検討することが可能であるため、保存方針と整備活用方針、具体的な事業と行程表を示している。
「第５章　群島全体での広域的取組みによる奄美遺産の保全・活用の促進」では、群島全体での「奄美遺産」の登録・認定制度の創設のための方策がまとめられている。制度の枠組みの検討と実施方針と実現に向けた課題が述べられている。また、文化財の保存活用全体の事業導入のスケジュールが示されている。

５．歴史まちづくり法の活用
奄美市赤木名地区については、文化的景観の認定を目指して調査中であり、文化的景観でどこまで整備できるかも踏まえて、歴史まちづくり法による各種事業の導入も検討する予定である。

６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 
・「市町村遺産」「奄美遺産」の枠組みができたことにより、未指定ものやこれまで文化財類型に入らなかったものも拾い上げることができた。

・市町村遺産の情報は、市町村毎にデータベース化し、行政内部で共有して各種事業の実施により遺産が滅失することを避けるとともに、住民に対して公開することにより普及啓発を図る予定である。市町村遺産の情報は、モデル事業における調査結果をベースとし、今後市民からの登録も可能として充実させて行く予定である。

・市町村遺産の中で奄美群島を代表するものを奄美遺産に認定していく予定である。

（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
・赤木名集落については文化的景観としての認定を意識して整備の仕方を提示した。今後景観条例によって具体化する予定である。また、これに基づいて建設部局の整備事業の見直しを促している。

・集落遺産全体については、地域の歴史文化を明示することにより、日々の様々な活動にどういう意味があったのかを住民自身が知り、集落周辺の里山や海の利用も守られていくことが期待される。

（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
市町村遺産及び奄美遺産を普及啓発する、観光など他の行政分野に活かしてもらう、郷土教育に活用してもらうための仕組みづくりがスタートできた。

（４）その他生じた効果
・群島全体の広域の文化財保護の枠組みができたこと、庁内での他の関連部局との連携ができたことは大きな効果である。

・歴史文化基本構想が策定されたことで、国土交通省関係の整備事業や、奄美振興事業を実施するための指標となりうる可能性が出てきた。

７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・奄美群島全体の各市町村の足並みを揃えるのに苦労した。

（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・「市町村遺産」「奄美遺産」の枠組みを確立していくことが必要である。そのためにも、各種機会を通じて奄美遺産について広報してくことが必要である。
・県の教育委員会の協力を具体的に得ることが必要である。市町村の取組みをどう活かしていくかを県としても考えることが重要。特に地域の歴史文化を学校教育に取り入れるには県教委の力が必要である。
・策定委員から「奄美遺産」の今後の展開等についての指摘を受けており、対応していきたい。

８．今後国として必要な支援

（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援

・ 奄美諸島の他の市町村も歴史文化基本構想を策定したいという思いはある。それを生かすためにも、特に赤木名地区については歴史文化基本構想の内容の実現に努め、良い事例として示し、各市町村が構想を策定するインセンティブを高めたいと考えている。
（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・県や市町村の教育委員会に対して、郷土教育や歴史文化を活かしたまちづくりの必要性についての理解を促進することが必要である。指定の有無や文化財類型の枠にとらわれず、文化財をまちづくりに活かしていくことが必要であるというメッセージを発信し続けて欲しい。また、シンポジウムや研修会などを開催してほしい。

２０．南城市
１．南城市の概要

・人口　　　　：39,665人（平成23年4月1日現在）
・文化財の数　：国6、県9、市59、国登録5（平成23年5月1日現在）

２．文化財総合的把握モデル事業実施の目的と経緯
（１）歴史文化基本構想の策定目的と位置づけ

策定目的　地域の文化遺産をその周辺環境も含めて総合的に保存・活用することをめざしており、文化遺産を核にして地域の各種施策を統合し、一貫性のある取組みを行うためのマスタープランである。合併後の新しいまちづくりや景観計画等との連携、地域住民の参加等を進めながら、文化遺産を適切に保存・活用するための指針となることをめざして策定する。
位置づけ　市の全体計画や他の関連計画との整合性をとっている。平成２３年度から平成３２年度までの１０年間を目標年度として設定した。平成３２年度をめどに計画を見直し、保存活用区域の追加（市全体への波及）等を図る予定。また、モデルとして取り組む先行区域については、５年程度を目標期間として位置づけている。
（２）歴史文化基本構想策定の体制と経緯

策定の体制　有識者及び行政担当者からなる「歴史文化基本構想検討委員会」を設置。また、庁内の「まちづくり庁内連絡会議」の中で、本事業に関連する各課による「行政部会」を別途組織し、個別の議題について連絡調整。
策定の経緯　８回の検討委員会を開催。
住民や行政内の関連部局との関わり

住民との関わり：策定委員会に住民からの代表が参加。
行政内の関連部局との関わり：庁内の「まちづくり庁内連絡会議」の中で、本事業に関連する各課による「行政部会」を別途組織し、個別の議題について連絡調整。また、他の関連計画との関係について構想の資料編で整理。
３．総合的把握調査の方法
（１）調査対象となる文化財等
文化遺産は５０年以上が経過したもの、拝所や井戸は集落単位で共有されてきたものなど、家や門柱単位の拝所については歴史的由来が明確で市民全体で共有できるもの、民話・伝承・地名などのうち、空間的要素とつながりがあるものを調査した。
（２）調査方法と調査主体

調査方法　既存の「南城市遺跡分布地図」をベースに、文献資料で確認されたもの、ワークショップでのヒアリング・現地調査で得られたものを加えて、文化遺産のリストとマップを作成した。リスト化された文化遺産の関連情報を、個別のカルテとして記録するための調査を実施した。市内の６地区に対象地域を絞り、調査員による調査を行った。
調査主体　調査員、教育委員会
４．歴史文化基本構想の概要

（１）歴史文化基本構想全体の特徴

　遺跡を中心とした歴史文化保存活用区域ごとに詳細な整備計画を策定している。

（２）関連文化財群の概要
①設定の目的
有形・無形、指定・未指定を問わず、歴史的関連性や地域のつながりなどに基づいた文化遺産の集合体を拾い出し、「関連文化財群」として一体的な価値を見出しつつ、総合的に保存・活用を図っていく。文化財保護法で保護されている指定文化財のみではなく、それ以外の関連性のある文化遺産も総合的にとらえて一体の価値を認めることで、文化遺産を住民生活に身近なものにする。また、文化遺産をまちづくりにも反映させる。

②設定の考え方
　市内の文化遺産を「歴史遺産」「環境遺産」「民俗遺産」の３つの要素から構成されるものと考え、「歴史遺産」の要素を注視におき、歴史文化まちづくりコンセプトである「琉球発祥の地・南条」と結びつく関連文化財群を設定した。
③関連文化財群の構成
「人のルーツ」「琉球の国造り」「玉城王とその子孫」「尚巴志と下の世の主」「第一尚氏の光と影」「東御廻り」
「海と共生」（これらのテーマを構成する各文化財（グスクなど）は、さらに小さな単位の文化財（拝所、井戸など）の集合により構成されている。）
（３）歴史文化保存活用区域の概要
①設定の目的
関連文化財群や個々の文化遺産を核として歴史文化的な空間を創出するための計画区域。単体の文化遺産だけでなく、それを核とした周辺環境を保護するものであり、都市計画法や景観法等の制度を活用しながら、調和のとれた空間整備をめざす。また、文化遺産に対する人々の理解を高め、地域住民やより広い範囲の市民が文化遺産の保存・活用に主体的に関わる仕組みを築き上げ、その仕組みを市域全体に波及させるためのモデル地域 。
②設定の考え方
指定文化財を中心に、関連文化財群が集中している範囲を、集落の住民が関われることを想定して設定。文化遺産を保存するためのバッファーゾーンとしての役割も考慮し、風致地区の指定状況などを参照しつつ、広めに範囲をとっている 。
③具体的な歴史文化保存活用区域

「佐敷上グスク・場天御嶽周辺」「津波古の伝統芸能」「島添大里グスク周辺」「大城グスク周辺」「テダ御川・知名グスク周辺」「斎場御嶽周辺」「知念グスク周辺」「久高島の拝所と祭祀」「藪薩の浦周辺」「ミントングスク・玉城グスク周辺」「第一尚氏王統」「奥武島」「糸数グスク周辺」
（４）保存活用計画

「第５章　歴史文化保存活用区域の方向性」：保存活用区域を設定し、区域ごとに現状を整理した上で保存活用の方針を設定
「第６章　主要な文化遺産別の修復・修景・整備の考え方」：主要な文化遺産別に（グスク、御嶽・拝所、樋川・井戸、集落要素、集落域を超えた文化遺産、美術工芸品）、修復・修景・整備の考え方を提示。

「第７章　推進体制・人材育成・法制等への対応の考え方」：推進体制・人材育成・法制度等への対応の考え方を提示
「第８章　保存・活用の推進方策（具体的活動の指針）」：保存・活用の推進方策（具体的活動の指針）を、取組み主体と時期の目安とともに提示（文化遺産の調査・評価、文化遺産の維持管理、文化遺産の活用の項目ごとに提示）
「第９章　今後の予定」：事業化のロードマップを提示
５．歴史まちづくり法の活用

歴史文化基本構想の実現のために、歴史まちづくり法の活用を検討している。
６．モデル事業の効果の検証

（１）未指定文化財の保護に関する効果 
・文化財調査で作成されたリストとカルテは、データベース化し、検索や情報の更新を可能とした。今後は、市民による基礎調査を進める予定である。
・観光ガイドの育成などの人材育成、教育への反映などに力を入れている。
・今後の構想としては、里親制度やまちづくりサポーター会議の立ち上げによる登録制度の創設なども視野に入れている。

・南城市では、地域の文化財が信仰を結びついており、重要性を理解され、大切にされている。このため、未指定文化財が知らない間に失われてしまう可能性は低い。
（２）文化財の周辺環境の保護に関する効果
　・遺跡を中心とした各歴史文化保存活用区域について、詳細な整備方針を提示できた。

（３）文化財への理解促進・地域との連携協力に関する効果
・南城市では、地域の文化財が信仰を結びついており、住民が文化財の重要性を理解し大切に保護している。
（４）その他生じた効果
・歴史文化基本構想を策定したことにより、それを実現するための新しい事業につながっていっている。基本的なスタンスがあるからこそ、新しいステップに進むことが可能となっている。
・歴史文化に関する基本計画を持つことで、自治体の上位計画や、他の関連する計画と、相互に反映させることが可能となっている。
７．課題

（１）歴史文化基本構想の策定における課題
・各関係部署の策定している各種計画と、相互に整合性を取ることに苦労した。また、文化財保護部局のみで調査を行うことに難しさを感じた。庁内の各課を取りまとめる部署が実施する方が適切だと感じた。
（２）歴史文化基本構想の実施における課題
・市長部局と協力し、歴史文化基本構想を実行に移すことが必要である。
・庁内の関係部署で、歴史文化基本構想の実現に向けた雰囲気づくりが必要である。

８．今後国として必要な支援
（１）歴史文化基本構想を策定しようとする自治体に対する支援

・歴史文化基本構想を策定した自治体が、今後様々な支援事業を用いて歴史文化を活かしたまちづくりを進めていっているという実態があれば、自然と構想を策定する自治体が広がっていくと考える。
（２）歴史文化基本構想を策定した自治体に対する支援

・歴史文化基本構想の実効性を担保するため、モデル事業を実施した自治体に対して、歴史文化基本構想の実施状況についてフォローアップすることが重要である。歴史まちづくり法の認定自治体に対するフォローアップは良い仕組みであると思う。
・民間のノウハウのある人材を、一定期間市町村に派遣するようなシステムがあると有効である。
・国において、歴史文化基本構想の内容の実施に利用できるような支援事業を継続的に実施することが必要である。

・歴史文化基本構想の実施のための市役所内の連携を促す取組みをして欲しい。市長の参加するような会議でモデル事業について説明する、国からの事務連絡等を文化財保護部局のみではなく関連する部署にも送る、なども有効である。
・モデル事業の成果をＰＲすることが必要である。
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